
（是正事項） 創成科学研究科 創成科学専攻（D） 

10．【その他】 

本研究科の趣旨に照らして，学位プログラム及び研究指導クラスターが適切に行われる運営・

管理体制となっているか不明確なため，それぞれ具体的な体制について明確に説明すること。 

（対応） 

学位プログラム及び研究指導クラスターの運営方法について，説明が不足していたため，設置の

趣旨を記載した書類に加筆を行った。 

〇学位プログラムの運営・管理体制 

 学位プログラム専門科目として，７つの学位プログラムごとに「学位プログラム特別研究」を

配置し，各学位プログラム所属の専任教員が基盤となる専門分野（学問体系）の高度な知識と研

究能力を修得させる。ここでは博士論文に関連した実験・研究を行うことを通じ，個々の学生に

設けられる個別の課題研究について，理論および実験から取り組み，課題研究で設定された問題

を解決する。本科目で教育と研究の質保証を行い，最終的には学位プログラムごとに「学位」授

与の審査を行う。 

研究指導内容は，博士論文の作成に向けた研究における背景や意義等を理解し，課題解決のた

めの方法を調査して研究を主体的・能動的に実施する。得られた研究結果の解析を行うと共に，

指導教員との討論やグループ討論を行いながら，その結果を正確に分析する。研究成果に基づい

て発表用資料を作成し，発表を行うと共に学術誌や評価の定まった専門誌へ原著論文として研究

成果を投稿する。研究を通して得られた成果を博士論文としてまとめる。 

具体的には次のステップにより研究指導を行う。 

・指導教員の研究室で実施されるセミナーに参加し，博士論文に関する研究分野の最新動向に

ついて情報収集や発表を行う。

・研究テーマに関して，先端知識収集，企画立案を行い，研究を実施する。

・研究テーマに関して，実験研究を継続し，状況に応じて，再企画立案，実験実施を行う。

・研究結果を随時あるいは定期的に指導教員・副指導教員に報告，あるいは研究室セミナーで

発表し，助言や指導を受ける。

・学修・研究成果をまとめ，研究進捗状況について中間発表を行う。

・研究成果をまとめ，学会・研究会発表を行い，当該研究分野の研究者と議論する。

・研究成果をまとめ，査読付き論文誌に研究成果を発表する。

・研究成果をまとめ，博士論文を作成する。

・研究成果について，博士論文公聴会において発表する。

 また，学位プログラムの運営・管理については，専攻に設置する自己点検・評価委員会，FD 委

員会及び，教育プログラム評価委員会により，適切に運営がなされているか第３者評価結果やス

テークホルダー（学生，卒業生，就職先等）からのアンケート結果なども取り入れ点検・評価が

行われ，その後，教務委員会が中心となり改善策を策定し，専攻教授会で審議・議決を行う体制

である。 
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〇研究指導クラスターの運営・管理体制 

創成科学専攻専任教員が研究指導クラスター教員として主体となって実施する「創成科学特別

演習」及び「創成科学特別研究」は，学生の専門基盤分野とは異なる基盤分野の視点から自らの

研究テーマを多角的に見る能力を修得することを目的として開講する。 

「創成科学特別演習」は「学位プログラム特別研究」の相補的な科目であり，「多角的視野を

養うための創成科学特別研究の導入教育」の位置づけ，「創成科学特別研究」は，同様に学位プ

ログラム特別研究の相補的な科目であり「多角的視野を養うための展開教育の実践の場」という

位置づけである。 

具体的には次のステップにより指導を行う。 

「創成科学特別演習」 

・主指導教員と協議し，研究指導クラスター内で適切な 3 名の担当教員を選ぶ。

・3 名の担当教員に対して自らの研究の概要を説明し，本演習の課題内容を設定する。

・文献読解指導（担当教員１）

・文献読解指導及びレポート指導（担当教員１）

・レポート指導（担当教員１）

・担当教員１との討論

・文献読解指導（担当教員２）

・文献読解指導及びレポート指導（担当教員２）

・レポート指導（担当教員２）

・担当教員２との討論

・文献読解指導（担当教員３）

・文献読解指導及びレポート指導（担当教員３）

・レポート指導（担当教員３）

・担当教員３との討論

・プレゼンテーション指導

・担当教員，主指導教員，副指導教員との最終討論

・専攻全体での発表会（創成科学特別研究発表会）・講評

「創成科学特別研究」 

・主指導教員及び副指導教員と討議し，学位論文の導入部と将来展望の執筆方針を策定する。

・文献収集，文献精読

・問題点，課題点の整理検討

問題意識と研究の方向性の確認

方法論，調査方法の検討

・学位論文の導入部と将来展望の執筆指導

・プレゼンテーション指導

・担当教員，主指導教員，副指導教員との最終討論

・専攻全体での発表会（創成科学特別演習発表会）・講評
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「創成科学特別演習」及び「創成科学特別研究」の成績評価は，これらの各担当教員の評価と

発表会の評価をもとに原案が作成され，学生が所属する当該学位プログラムの審査委員会におい

て，各研究指導クラスターからの両科目の成績についての確認を行い，最終評点を決める体制と

する。 

それぞれの研究指導クラスターでは，当該クラスター内の全教員間で定期的（月１回程度）に

指導計画や進捗状況，公開可能な討論会の案内等を情報共有し調整を行うことにより，研究指導

クラスター内の全教員が課題や問題を把握し適切に対応する。 

なお，研究指導クラスター全体の運営方法に関しては，「創成科学特別演習」の各担当教員の

単元が終わるごと（おおよそ８週間）に，各研究指導クラスター代表者が参画する連絡会を開催

し，学生が作成した概説の内容，全教員からのコメント等を参考に，各研究指導クラスターにお

ける指導計画や目標，加えて，それらと成績評価方法の関係等について確認を行い，研究指導ク

ラスター間の指導方法や成績評価など運営方法等の共通化を図る。 

以上のように「創成科学特別演習」及び「創成科学特別研究」の運営は，創成科学専攻内で組

織的に統一された上述の方法により，異なる学位プログラムに属する複数の研究指導クラスター

教員が主体となって運用することで共通化を図り、研究指導クラスターごとに差異が生じないよ

うにしている。特に，専攻全体で開催される「創成科学特別演習発表会」及び「創成科学特別研

究発表会」では，各研究指導クラスターの評価を創成科学専攻共通の評価方法で行い，研究指導

クラスター間での評価が異ならないようにしている。 

また，研究指導クラスターの運営・管理については，社会のニーズは時々刻々変化しており，

研究指導クラスターの枠組みは社会情勢に対して速やかに対応する必要があることから，既存の

研究推進委員会において研究指導クラスターの構成は適宜枠組みを見直し（２～３年毎），社会

の要請や時代の趨勢に応じてクラスターの統廃合及び追加を行う。同時に，自己点検・評価委員

会，FD 委員会及び，教育プログラム評価委員会でも点検・評価が行われる体制である。 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（8，13，28，34，36，38，39，40，41ページ） 

新 旧 

（８ページ） 

② 学位プログラムの特色

（中略）

本専攻には，次の７つの学位プログラムを設置す

る。いずれも，地域や社会からの要望や要請に基づ

き，それらに対応できるような人材を養成するため

に，現状の博士後期課程のコースを特化，あるいは

連携させて構成する。なお，どの学位プログラムに

おいても，専門性を獲得するとともに，研究テーマ

への取り組みを通じて多角的・多面的視点及び異な

る基盤分野の専門家と積極的に協働して問題を解

決する能力を身に付けさせる。学生が所属する学位

プログラムの主研究指導教員は，「研究指導クラス

（７ページ） 

② 学位プログラムの特色

（中略）

本専攻には，次の７つの学位プログラムを設置す

る。いずれも，地域や社会からの要望や要請に基づ

き，それらに対応できるような人材を養成するため

に，現状の博士後期課程のコースを特化，あるいは

連携させて構成する。なお，どの学位プログラムに

おいても，専門性を獲得するとともに，研究テーマ

への取り組みを通じて多角的・多面的視点及び異な

る基盤分野の専門家と積極的に協働して問題を解

決する能力を身に付けさせる。学生が所属する学位

プログラム内の主研究指導教員は，「研究指導クラ
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ター」教員と連携しながら学生自身の研究分野を拡

大・深化させるための指導を行う。 

具体的には次のステップにより研究指導を行う。 

・指導教員の研究室で実施されるセミナーに参

加し，博士論文に関する研究分野の最新動向に

ついて情報収集や発表を行う。 

・研究テーマに関して，先端知識収集，企画立案

を行い，研究を実施する。 

・研究テーマに関して，実験研究を継続し，状況

に応じて，再企画立案，実験実施を行う。 

・研究結果を随時あるいは定期的に指導教員・副

指導教員に報告，あるいは研究室セミナーで発

表し，助言や指導を受ける。 

・学修・研究成果をまとめ，研究進捗状況につい

て中間発表を行う。 

・研究成果をまとめ，学会・研究会発表を行い，

当該研究分野の研究者と議論する。 

・研究成果をまとめ，査読付き論文誌に研究成果

を発表する。 

・研究成果をまとめ，博士論文を作成する。

・研究成果について，博士論文公聴会において発

表する。 

学位プログラムの運営・管理については，専攻に

設置する自己点検・評価委員会，FD 委員会及び，

教育プログラム評価委員会により，適切に運営がな

されているか，外部評価委員会，地域連携懇談会な

どの第３者評価結果やステークホルダー（学生，卒

業生，就職先等）からのアンケート結果なども取り

入れ点検・評価が行われ，その後，教務委員会が中

心となり改善策を策定し，専攻教授会で審議・議決

を行う体制となっている。 

（13 ページ） 

③ 研究指導クラスターの特色

（中略）

研究とは，それぞれの指導教員の下で展開される

べきものであるが，自身の研究を深化させるために

は，自身の研究分野やテーマの立ち位置を明確に認

スター」教員と連携しながら学生自身の研究分野を

拡大・深化させるための指導を行う。 

（10 ページ） 

③ 研究指導クラスターの特色

（中略）

研究とは，それぞれの指導教員の下で展開される

べきものであるが，自身の研究を深化させるために

は，自身の研究分野やテーマの立ち位置を明確に認
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識する必要があることも事実である。これらに関す

る知識の体系，あるいはものの考え方の修得は，こ

れまでは学会や研究会などに参加することによっ

て，ある程度達成できていたが，「研究指導クラス

ター」とは，それを組織的・体系的に運用するもの

である。このように，「研究指導クラスター」は，

多角的な視点と研究の展開力を養成するための研

究指導体制であり，学生の研究活動を多角的に幅広

く強力にバックアップする場となる。 

また，「研究指導クラスター」は，社会のニーズ

は時々刻々変化しており，研究指導クラスターの枠

組みは社会情勢に対して速やかに対応する必要が

あることから，研究指導クラスターの構成は適宜枠

組みを見直し（２～３年毎），社会の要請や時代の

趨勢に応じてクラスターの統廃合及び追加を行う。

同時に，自己点検・評価委員会，FD 委員会及び，

教育プログラム評価委員会でも点検・評価が行わ

れ，この見直しは，既存の研究推進委員会で審議さ

れ，その内容を踏まえて専攻教授会で審議・議決を

行う体制となっている。既存の研究推進委員会にお

いて社会情勢の変化に応じて適宜枠組みを見直し

（２～３年毎），社会の要請に柔軟に対応できる体

制とする。 

  （中略） 

「創成科学特別演習」必修２単位：１年後期～２年

前期開講 

・目的： 学生の専門基盤分野とは異なる基盤分野

の視点から自らの研究テーマを多角的に見る能力

を修得する。 

・概要： 本科目は，「多角的視野を養うための「創

成科学特別研究」の導入教育」という位置づけとし，

７つの学位プログラムに配置する各「学位プログラ

ム特別研究」の研究指導内容を効果的に補強する科

目となる。 

本演習では，学生の研究テーマに対して異なる専

門基盤分野となる研究指導クラスター教員（学生と

異なる学位プログラム教員）3 名が担当教員とな

識する必要があることも事実である。これらに関す

る知識の体系，あるいはものの考え方の修得は，こ

れまでは学会や研究会などに参加することによっ

て，ある程度達成できていたが，「研究指導クラス

ター」とは，それを組織的・体系的に運用するもの

である。このように，「研究指導クラスター」は，

多角的な視点と研究の展開力を養成するための研

究指導体制であり，学生の研究活動を多角的に幅広

く強力にバックアップする場となる。 

また，「研究指導クラスター」は既存の研究推進

委員会において社会情勢の変化に応じて適宜枠組

みを見直し（２～３年毎），社会の要請に柔軟に対

応できる体制とする。 

  （中略） 

「創成科学特別演習」必修２単位：１年後期～２年

前期開講 

・目的： 学生の専門基盤分野とは異なる基盤分野

の視点から自らの研究テーマを多角的に見る能力

を修得する。 

・概要： 本科目は，「多角的視野を養うための「創

成科学特別研究」の導入教育」という位置づけとし，

７つの学位プログラムに配置する各「学位プログラ

ム特別研究」の研究指導内容を効果的に補強する科

目となる。 

本演習では，学生の研究テーマに対して異なる

専門基盤分野となる研究指導クラスター教員（学

位プログラム外教員）3 名が担当教員となる。学生
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る。学生は担当教員に対して自らの研究の概要を説

明し，本演習の課題内容を設定する。演習では，教

員自身の研究分野の紹介や参考となる研究論文，参

考著書，技術資料等を提示し，輪講指導，文献読解

指導等を行いながら，研究室内や他のグループとの

発表・討論を実施し，それらを概説として取り纏め

る。その後，専攻全体で開催される創成科学特別演

習発表会において社会実装に向けた構想も踏まえ

てその内容を発表し，質疑応答を通して多角的な視

野を養う。なお，場合によっては本演習に引き続き

行う「創成科学特別研究」において研究を行う際に

必要となる実験やシミュレーションのスキルを修

得する上で必要となる基礎知識も修得させる。 

具体的には次のステップにより指導を行う。 

・主指導教員及び副指導教員と討議し，学位論文の

導入部と将来展望の執筆方針を策定する。 

・文献収集，文献精読

・問題点，課題点の整理検討

問題意識と研究の方向性の確認 

方法論，調査方法の検討 

・学位論文の導入部と将来展望の執筆指導

・プレゼンテーション指導

・担当教員，主指導教員，副指導教員との最終討論 

・専攻全体での発表会（創成科学特別演習発表会）・

講評 

  （中略） 

「創成科学特別研究」必修２単位：２年後期～３年

前期開講 

・目的： 専門基盤分野とは異なる基盤分野の視点

から自らの研究テーマを多角的に見る能力を修得

する。加えて社会実装に向けた基盤的な視点を養

う。 

・概要： 本科目は，先行科目の「創成科学特別演

習」を踏まえ，７つの学位プログラムに配置する各

「学位プログラム特別研究」の研究指導内容を効果

的に補強する科目となる。主研究指導教員（学生が

所属する学位プログラム教員）と副研究指導教員

は担当教員に対して自らの研究の概要を説明し，

本演習の課題内容を設定する。演習では，教員自身

の研究分野の紹介や参考となる研究論文，参考著

書，技術資料等を提示し，輪講指導，文献読解指導

等を行いながら，研究室内や他のグループとの発

表・討論を実施し，それらを概説として取り纏め

る。その後，専攻全体で開催される創成科学特別演

習発表会において社会実装に向けた構想も踏まえ

てその内容を発表し，質疑応答を通して多角的な

視野を養う。なお，場合によっては本演習に引き続

き行う「創成科学特別研究」において研究を行う際

に必要となる実験やシミュレーションのスキルを

修得する上で必要となる基礎知識も修得させる。 

  （中略） 

「創成科学特別研究」必修２単位：２年後期～３年

前期開講 

・目的： 専門基盤分野とは異なる基盤分野の視点

から自らの研究テーマを多角的に見る能力を修得

する。加えて社会実装に向けた基盤的な視点を養

う。 

・概要： 本科目は，先行科目の「創成科学特別演

習」を踏まえ，７つの学位プログラムに配置する各

「学位プログラム特別研究」の研究指導内容を効果

的に補強する科目となる。主研究指導教員（学位プ

ログラム内教員）と副研究指導教員（研究指導クラ
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（研究指導クラスター教員（学生と異なる学位プロ

グラム教員））が連携し，学位論文の導入部分や将

来展望に相当する部分の作成に向けた過程で，それ

ぞれの役割を決めて研究指導を行う。 

本科目では「創成科学特別演習」を踏まえ，自ら

の研究の展開，展望，社会的意義を多角的な視点か

ら把握できる能力や社会実装に向けた基盤的な視

点を養うことを目的とする。具体的には，当該学生

の学位論文の導入部（introduction）と将来展望

（future work）に相当する部分を，学生の研究テー

マに対して異なる専門基盤分野となる研究指導ク

ラスター教員（副研究指導教員：学生と異なる学位

プログラム教員）が中心となり，主副指導教員（学

生が所属する学位プログラム教員）と連携し，その

指導の下で完成させる。その後，専攻全体で開催さ

れる創成科学特別研究発表会において発表し，質疑

応答を通して多角的な視野を養うとともに評価を

受け，その評価は学位論文予備審査のための参考資

料となる。 

具体的には次のステップにより指導を行う。 

・主指導教員と協議し，研究指導クラスター内で適

切な 3 名の担当教員を選ぶ。 

・3 名の担当教員に対して自らの研究の概要を説明

し，本演習の課題内容を設定する。 

・文献読解指導（担当教員１）

・文献読解指導及びレポート指導（担当教員１）

・レポート指導（担当教員１）

・担当教員１との討論

・文献読解指導（担当教員２）

・文献読解指導及びレポート指導（担当教員２）

・レポート指導（担当教員２）

・担当教員２との討論

・文献読解指導（担当教員３）

・文献読解指導及びレポート指導（担当教員３）

・レポート指導（担当教員３）

・担当教員３との討論

・プレゼンテーション指導

・担当教員，主指導教員，副指導教員との最終討論 

・専攻全体での発表会（創成科学特別研究発表会）・

スター教員（学生が所属する学位プログラム外教

員））が連携し，学位論文の導入部分や将来展望に

相当する部分の作成に向けた過程で，それぞれの役

割を決めて研究指導を行う。 

本科目では「創成科学特別演習」を踏まえ，自ら

の研究の展開，展望，社会的意義を多角的な視点か

ら把握できる能力や社会実装に向けた基盤的な視

点を養うことを目的とする。具体的には，当該学生

の学位論文の導入部（introduction）と将来展望

（future work）に相当する部分を，学生の研究テー

マに対して異なる専門基盤分野となる研究指導ク

ラスター教員（副研究指導教員：学位プログラム外

教員）が中心となり，主副指導教員（学位プログラ

ム内教員）と連携し，その指導の下で完成させる。

その後，専攻全体で開催される創成科学特別研究

発表会において発表し，質疑応答を通して多角的

な視野を養うとともに評価を受け，その評価は学

位論文予備審査のための参考資料となる。 

なお，上記の２科目は，いずれも研究科共通必修

科目として開設し「研究指導クラスター」の指導体

制の枠組みの中で展開される。  

  （以下略） 
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講評 

「創成科学特別演習」及び「創成科学特別研究」

の成績評価は，これらの各担当教員の評価と発表会

の評価をもとに原案が作成され，学生が所属する当

該学位プログラムの審査委員会において，各研究指

導クラスターからの両科目の成績についての確認

を行い，最終評点を決める体制とする。 

それぞれの研究指導クラスターでは，当該クラス

ター内の全教員間で定期的（月１回程度）に指導計

画や進捗状況，公開可能な討論会の案内等を情報共

有し調整を行うことにより，研究指導クラスター内

の全教員が課題や問題を把握し適切に対応する。 

なお，研究指導クラスター全体の運営方法に関し

ては，「創成科学特別演習」の各担当教員の単元が

終わるごと（おおよそ８週間）に，各研究指導クラ

スター代表者が参画する連絡会を開催し，学生が作

成した概説の内容，全教員からのコメント等を参考

に，各研究指導クラスターにおける指導計画や目

標，加えて，それらと成績評価方法の関係等につい

て確認を行い，研究指導クラスター間の指導方法や

成績評価など運営方法等の共通化を図る。 

以上のように「創成科学特別演習」及び「創成科

学特別研究」の運営は，創成科学専攻内で組織的に

統一された上述の方法により，異なる学位プログラ

ムに属する複数の研究指導クラスター教員が主体

となって運用することで共通化を図り、研究指導ク

ラスターごとに差異が生じないようにしている。特

に，専攻全体で開催される「創成科学特別演習発表

会」及び「創成科学特別研究発表会」では，各研究

指導クラスターの評価を創成科学専攻共通の評価

方法で行い，研究指導クラスター間での評価が異な

らないようにしている。 

また，研究指導クラスターの運営・管理について

は，社会のニーズは時々刻々変化しており，研究指

導クラスターの枠組みは社会情勢に対して速やか

に対応する必要があることから，既存の研究推進委

員会において研究指導クラスターの構成は適宜枠

組みを見直し（２～３年毎），社会の要請や時代の
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趨勢に応じてクラスターの統廃合及び追加を行う。

同時に，自己点検・評価委員会，FD 委員会及び，

教育プログラム評価委員会でも点検・評価が行われ

る体制である。 

 なお，上記の２科目は，いずれも研究科共通必修

科目として開設し「研究指導クラスター」の指導体

制の枠組みの中で展開される。  

  （以下略） 

（28 ページ） 

ア．創成科学特別演習 

  （中略） 

具体的には，学生の研究テーマに対して異なる専

門基盤分野となる研究指導クラスター教員（学生と

異なる学位プログラム教員）複数人が担当教員とな

り，教員自身の研究分野の紹介や参考となる研究論

文，参考著書，技術資料等を提示し，輪講指導，文

献読解指導等を行いながら，研究室内や他のグルー

プとの発表・討論を実施し，それらを概説として取

り纏める。 

  （中略） 

イ．創成科学特別研究 

  （中略） 

具体的には，当該学生の学位論文の導入部

（introduction）と将来展望（future work）に相当す

る部分を， 学生の研究テーマに対して異なる専門

基盤分野となる研究指導クラスター教員（副研究指

導教員：学生と異なる学位プログラム教員）が中心

となり主副研究指導教員（学生が所属する学位プロ

グラム教員）と連携し，その指導の下で完成させる。 

  （以下略） 

（34 ページ） 

③ 学位プログラム専門科目

（中略）

（23 ページ） 

ア．創成科学特別演習 

  （中略） 

具体的には，学生の研究テーマに対して異なる専

門基盤分野となる研究指導クラスター教員（学位プ

ログラム外教員）複数人が担当教員となり，教員自

身の研究分野の紹介や参考となる研究論文，参考著

書，技術資料等を提示し，輪講指導，文献読解指導

等を行いながら，研究室内や他のグループとの発

表・討論を実施し，それらを概説として取り纏める。 

  （中略） 

イ．創成科学特別研究 

  （中略） 

具体的には，当該学生の学位論文の導入部

（introduction）と将来展望（future work）に相当す

る部分を， 学生の研究テーマに対して異なる専門

基盤分野となる研究指導クラスター教員（副研究指

導教員：学位プログラム外教員）が中心となり主副

研究指導教員（学位プログラム内教員）と連携し，

その指導の下で完成させる。 

  （以下略） 

（28 ページ） 

③ 学位プログラム専門科目

（中略）

意見対応（6月）本文－82



ディプロマ・ポリシーの３項目全てを担保するた

めに，７つの学位プログラムに配置する各「学位プ

ログラム特別研究」，研究指導クラスターにより組

織的に実施する「創成科学特別研究」及び「創成科

学特別演習」を必修科目とし，具体的には，ディプ

ロマ・ポリシー「１．学識と研究能力及び高度専門

職業能力」のうち，高度な専門知識・技能に基づく

能力に関しては，各「学位プログラム特別研究」及

び「創成科学特別研究」において主研究指導教員及

び副研究指導教員（学生が所属する学位プログラム

教員）の研究指導により基盤となる専門分野の高度

な知識を修得させる。加えて，副研究指導教員（学

生と異なる学位プログラム教員）及び研究指導クラ

スター教員学生と異なる学位プログラム教員）によ

る研究指導により，研究指導クラスターの特色でも

ある分野横断的な視野に関する能力を身に付けさ

せる。 

（以下略） 

（36 ページ） 

（１）教育方法と履修指導 

① 教育方法

（中略）

「創成科学特別演習」 

１年次後期から２年次前期にかけて開講される

科目である。学生が選択する研究指導クラスター内

において，学生の専門基盤分野とは異なる専門基盤

分野（学生と異なる学位プログラム）の複数名の教

員が，当該学生の研究テーマに沿って教員が関与す

る分野の論文等を提示し，当該学生と輪講指導など

を行う演習である。 

（中略） 

「創成科学特別研究」 

  （中略） 

具体的には当該学生の学位論文の導入部

（introduction）と将来展望（future work）に相当す

ディプロマ・ポリシーの３項目全てを担保するた

めに，７つの学位プログラムに配置する各「学位プ

ログラム特別研究」，研究指導クラスターにより組

織的に実施する「創成科学特別研究」及び「創成科

学特別演習」を必修科目とし，具体的には，ディプ

ロマ・ポリシー「１．学識と研究能力及び高度専門

職業能力」のうち，高度な専門知識・技能に基づく

能力に関しては，各「学位プログラム特別研究」及

び「創成科学特別研究」において主研究指導教員及

び学位プログラム内の副研究指導教員の研究指導

により基盤となる専門分野の高度な知識を修得さ

せる。加えて，学位プログラム外の副研究指導教員

及び学位プログラム外の研究指導クラスター教員

による研究指導により，研究指導クラスターの特色

でもある分野横断的な視野に関する能力を身に付

けさせる。 

  （以下略） 

（30 ページ） 

（１）教育方法と履修指導 

① 教育方法

（中略）

「創成科学特別演習」 

１年次後期から２年次前期にかけて開講される

科目である。学生が選択する研究指導クラスター

内において，学生の専門基盤分野とは異なる専門

基盤分野（学位プログラム外）の複数名の教員が，

当該学生の研究テーマに沿って教員が関与する分

野の論文等を提示し，当該学生と輪講指導などを

行う演習である。 

（中略） 

「創成科学特別研究」 

  （中略） 

具体的には当該学生の学位論文の導入部

（introduction）と将来展望（future work）に相当す
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る部分を，学生の専門基盤分野とは異なる基盤分野

（学生と異なる学位プログラム）の研究指導クラス

ター副研究指導教員，学生が所属する学位プログラ

ムの主研究指導教員と副研究指導教員の指導のも

とで完成させる。 

（以下略） 

（38 ページ） 

② 履修指導・研究指導体制

ア．履修指導 

  （中略） 

その後，主研究指導教員は約半年間（１年前期）

の研究計画指導期間中に，学生と研究テーマについ

て議論を行いながら，学生の希望も踏まえて，副研

究指導教員を学生が所属する学位プログラム教員

１名と，学生が選択した「研究指導クラスター」所

属の教員の中から学生と異なる学位プログラム教

員１名を選任する。同時に，学生と相談の上，同研

究指導クラスター教員（学生と異なる学位プログラ

ム教員）の中から「創成科学特別演習」の担当教員

を複数人選任する。 

 （以下略） 

（39 ページ） 

イ．研究指導体制 

  （中略） 

【研究指導組織】 

主研究指導教員１名：学生が所属する学位プログラ

ム教員 

副研究指導教員１名：学生が所属する学位プログラ

ム教員 

※副研究指導教員１名：学生が選択する研究指導ク

ラスター教員（学生と異なる学位プログラム教員） 

（以下略） 

（40 ページ） 

ウ．学位プログラム及び研究指導クラスターの決定 

る部分を，学生の専門基盤分野とは異なる基盤分野

（学位プログラム外）の研究指導クラスター副研究

指導教員，学位プログラム内の主研究指導教員と副

研究指導教員の指導のもとで完成させる。 

  （以下略） 

（33 ページ） 

② 履修指導・研究指導体制

ア．履修指導 

  （中略） 

その後，主研究指導教員は約半年間（１年前期）

の研究計画指導期間中に，学生と研究テーマについ

て議論を行いながら，学生の希望も踏まえて，副研

究指導教員を学生が所属する学位プログラム内教

員１名と，学生が選択した「研究指導クラスター」

所属の学位プログラム外教員１名を選任する。同時

に，学生と相談の上，同研究指導クラスター所属教

員（学位プログラム外教員）の中から「創成科学特

別演習」の担当教員を複数人選任する。 

  （以下略） 

（33 ページ） 

イ．研究指導体制 

  （中略） 

【研究指導組織】 

主研究指導教員１名：学生が所属する学位プログラ

ム教員 

副研究指導教員１名：学生が所属する学位プログラ

ム教員 

※副研究指導教員１名：学生が選択する研究指導ク

ラスター教員（学位プログラム外教員） 

  （以下略） 

（35 ページ） 

ウ．学位プログラム及び研究指導クラスターの決定 
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学生が所属する「学位プログラム」は入学試験の

願書提出の段階で決まる。その際に，主研究指導教

員の希望も提出され，本学入学までに主研究指導教

員を決定し，同時に研究テーマの概要も決定する。

入学後，主研究指導教員の指導のもと，学生が選択

する「研究指導クラスター」も決定し，学生の希望

なども踏まえて，当該研究指導クラスター所属（学

生と異なる学位プログラム）の副研究指導教員１名

と「創成科学特別演習」を担当する当該研究指導ク

ラスター所属（学生と異なる学位プログラム）教員

から複数人を選任する。 

  （以下略） 

（41 ページ） 

（６）博士論文審査体制 

  （中略） 

博士論文審査は，本専攻教授会が設ける審査委員

会が行う。審査委員会は，主査１名，副査２名以上

で構成する。主査は，本学においては当該学生の主

研究指導教員以外の学生が所属する学位プログラ

ム教員から選任することとしており，厳格性，公平

性はもとより，幅広い角度から論文審査を行う。副

査は，学生の研究テーマに基づいて主研究指導教

員，副研究指導教員を含めた学生が所属する学位プ

ログラム教員，及び必要に応じて学生と異なる学位

プログラム教員から選任し，主査と協力して審査の

厳格性，公平性を担保するとともに，幅広い角度か

ら論文審査を行う。 

  （以下略） 

学生が所属する「学位プログラム」は入学試験の

願書提出の段階で決まる。その際に，主研究指導教

員の希望も提出され，本学入学までに主研究指導教

員を決定し，同時に研究テーマの概要も決定する。

入学後，主研究指導教員の指導のもと，学生が選択

する「研究指導クラスター」も決定し，学生の希望

なども踏まえて，当該研究指導クラスター所属（学

位プログラム外）の副研究指導教員１名と「創成科

学特別演習」を担当する当該研究指導クラスター所

属（学位プログラム外）教員から複数人を選任する。 

  （以下略） 

（35 ページ） 

（６）博士論文審査体制 

  （中略） 

博士論文審査は，本専攻教授会が設ける審査委員

会が行う。審査委員会は，主査１名，副査２名以上

で構成する。主査は，本学においては当該学生の主

研究指導教員以外の学位プログラム内の教員から

選任することとしており，厳格性，公平性はもとよ

り，幅広い角度から論文審査を行う。副査は，学生

の研究テーマに基づいて主研究指導教員，副研究指

導教員を含めた学位プログラム内の教員，及び必要

に応じて学位プログラム外の教員から選任し，主査

と協力して審査の厳格性，公平性を担保するととも

に，幅広い角度から論文審査を行う。 

  （以下略） 

意見対応（6月）本文－85



（改善事項） 創成科学研究科 創成科学専攻（D） 

11．【その他】 

各学位プログラムの運営に当たり，学生の専門分野が偏った結果，特定の学位プログラムに学生

が集中することも想定されるが，その場合における学生の各学位プログラムへの配置や，教育・

研究指導，及び学位プログラム運営が適切に行われる体制となっているか明確に説明すること。 

（対応） 

設置の趣旨を記載した書類において目安定員数とともに加筆した。 

学位ごとの目安定員を，「学術」３名，「農学」５名，「工学」39 名とし，その中で「学術」と

「工学」の２つの学位を対象とする社会基盤システムプログラムについては，「学術」３名，「工

学」６名に設定している。 

「学術」と「工学」に関する学位の目安定員は，創成科学専攻の前身となる教育部のこれまでの

進学実績に基づき算出したものであり，今後も上記の目安定員からの極端な偏りが生じる可能性は

低いと考えている。 

「農学」については，生物資源学系プログラムの担当教員が，これまでの教育部（先端技術科学

教育部（工学）及び総合科学教育部（学術））で指導してきた進学実績やアンケートをもとに設定

したものであり，上記と同様に偏りは少ないと想定する。 

更に，創成科学専攻では取得学位の最終的な選択・決定は，本専攻の研究指導・論文審査等のス

ケジュールにそって１年次前期と決めているが，前身となる教育部において入学を希望する者や入

学者選抜試験合格者は，入学前に指導を希望する研究指導教員と取得希望学位を含め面談・協議を

行っている。創成科学専攻においては，改めてその時点で学生に対して学位プログラムと研究指導

クラスターについて十分な説明を行った上で，学生は取得する学位についての意向を固めることと

なる。 

この過程において，各指導教員は学生の進路等を考慮しながら上記の目安定員を基本に各学位プ

ログラム間で情報共有し，学生が特定の学位プログラムに集中しないように調整を行うなど，学生

にとって入学後のより良い教育研究体制を構築する。さらに指導教員は研究指導を行う中で，研究

テーマや最終的な取得学位の決定においても学生との綿密な面談・協議により柔軟に対応する。 

仮に偏りが生じることになっても，本専攻は学生定員に比して十分な専任教員を配置しているこ

と，並びに各学位プログラム所属の教員が連携・協力を行いながら学生の意向を確認し対応するな

どの手厚くきめ細やかなケアを行うことで，学生にとって円滑に研究指導を受けることができる体

制を準備する。 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（24 ページ） 

新 旧 

（24 ページ） 

（４）学生定員 

令和２年 12 月に大学院創成科学研究科修士課程

在学生を対象に実施した大学院進学希望調査の結

果，前身となる大学院総合科学教育部及び大学院先

（19 ページ） 

（４）学生定員 

令和２年 12 月に大学院創成科学研究科修士課程

在学生を対象に実施した大学院進学希望調査の結

果，前身となる大学院総合科学教育部及び大学院先
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端技術科学教育部の過去５年間の入試実施状況，今

回の大学院博士後期課程再編の影響，さらには入学

者の質の担保の観点を踏まえ，創成科学専攻博士後

期課程の入学定員を 47 人とする。なお，取得させ

ようとする学位ごとの目安定員は，学術３名，農学

５名，工学 39 名である。各学位プログラムの運営

に当たり，学生の専門分野が偏った結果，特定の学

位プログラムに学生が集中することも想定される

が，指導教員は研究指導を行う中で，研究テーマや

最終的な取得学位の決定においても学生との綿密

な面談・協議により柔軟に対応する。仮に偏りが生

じることになっても，本専攻は学生定員に比して十

分な専任教員を配置していること，並びに各学位プ

ログラム所属の教員が連携・協力を行いながら学生

の意向を確認し対応するなどの手厚くきめ細やか

なケアを行うことで，学生にとって円滑に研究指導

を受けることができる体制を準備する。 

端技術科学教育部の過去５年間の入試実施状況，今

回の大学院博士後期課程再編の影響，さらには入学

者の質の担保の観点を踏まえ，創成科学専攻博士後

期課程の入学定員を 47 人とする。 
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（是正事項） 創成科学研究科 創成科学専攻（D） 

12．【人材需要の社会的動向・学生確保の見通し】 

学生確保の見通しにおいて，新たに農学系の人材養成を行うことが定員充足の根拠の一つとなっ

ているが，在学生アンケートの結果では，農学分野の進学希望者が十分であるか疑義があるとと

もに，社会システム系プログラムに対応する進学希望者が十分であるかも不明確である。このた

め，対象とする専門分野の学生が進学する見通しについて改めて明確に説明すること。 

（対応） 

以下の内容により「学生の確保の見通し等を記載した書類」を修正する。 

※審査意見５により社会システム系プログラムを名称変更することとしたため，本事項では変更

後の名称となる「社会基盤システムプログラム（旧名称：社会システム系プログラム）」を使用

し説明を行う。 

目安定員を示していなかったため，学生確保の可能性に関する説明が不足したものとなっていた。

そのため，「学生の確保の見通し等を記載した書類」に受入人数の目安の情報を追加した。 

受入人数の目安として，生物資源学系プログラム（農学）は５人，社会基盤システムプログラム（旧

名称：社会システム系プログラム）（学術）は３人を想定しているが，以下，この目安を踏まえ，こ

れら２つのプログラムへの進学の見通しを示す。 

１ 生物資源学系プログラム（農学）への入学者の見通し 

生物資源学プログラムについては，在学生アンケートの結果における「進学したい」３人の結果や，

徳島県職員へのアンケートの結果等から社会人入学，外国人留学生も加え目安定員５人は確保可能と

考えていたが，このたび新たにアンケート調査を実施した。 

先ず，調査対象者を，2019 年度及び 2020 年度に生物資源産業学部を卒業し地方公務員技術系・研

究系職種に採用となった10人（徳島県９人，岡山県１人）とした。アンケート結果は次のとおりとな

った。 

調査対象者10人のうち全員から回答があり，「新たに設置される創成科学研究科博士後期課程に進

学したいと思いますか」という問い（問１）に対して，「進学したい」という回答が４人，「進学を

検討したい」という回答が４人，「わからない」という回答が２人あった（図12）。問２で「進学し

たい」及び「進学を検討したい」と回答した人に，「関心を持つ分野をお答えください」と尋ねたと

ころ（問３），「地域開発」３人，「検査・分析・センシング技術」１人，「機能性食品開発」２人，

「生物資源開発」８人，生物工学技術・有用物質開発」２人という回答結果であった（図13）。 

以上の結果からも潜在的ニーズがあることが示された。 
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また，生物資源学系プログラムの特色等を修正したことにより，令和３年６月に，大学院創成科学

研究科修士課程生物資源学専攻２年次在籍の全学生を対象として，創成科学研究科博士後期課程創成

科学専攻への進学希望調査も再度実施した。 

調査対象者は42人，回答者は40人，回答率は95％であった。 

「新たに設置される大学院創成科学研究科博士後期課程に興味・関心を持ちましたか」という問い

（問２）に対して，「大いに興味・関心を持った」という回答は６人（15%），「興味・関心を持った」

という回答は22人（55％）で，両者を合わせると全体の70％に及び，在学生の７割が本研究科博士後

期課程の教育内容に興味・関心を持っていることがわかる（図14）。 

図12 大学院創成科学研究科博士後期課程への進学希望 

（生物資源産業学部2019年度，2020年度卒業者で地方公務員技術系・研究系就職者） 

図13 大学院創成科学研究科博士後期課程への進学希望者のうち関心を持つ分野 

（生物資源産業学部2019年度，2020年度卒業者で地方公務員技術系・研究系就職者） 
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「大学院創成科学研究科博士後期課程に進学したいと思いますか」という問い（問４）に対しては，

「進学したい」という回答が５人（12.5％），「進学を検討したい」という回答が９人（22.5％）で，

両者を合わせると14人（35％）に及ぶ（図15）。すなわち，在学生の35%が本研究科博士後期課程へ

の進学意向，または前向きな進学検討の意向を示している。 

問２で「進学したい」及び「進学を検討したい」と回答した人に，「関心を持つ分野をお答えくだ

さい」と尋ねたところ（問５），「エネルギー効率化技術」１人，「検査・分析・センシング技術」４

人，「機能性材料」６人，「医療機器」８人，「機能性食品開発」11人，「生物生産・機能開発」９

人，「知的画像処理」１人，「システム制御・生産イノベーション」1人，「生物工学技術・有用物質

開発」15人という結果となった（図16）。 

また，問３で「進学したい」「進学を検討したい」「将来の進路の選択肢として検討したい」と回

答した人(22人)に，「進学を考えている（検討したい）学位プログラムをお答えください」と尋ねた

ところ（問５），回答は，「博士（農学）」13人，博士（工学）９人，博士（学術）０人であった（図

17）。大学院創成科学研究科博士後期課程に「進学したい」５人，「進学を検討したい」９人の計14

図14 大学院創成科学研究科博士後期課程への興味・関心 

（生物資源学専攻，令和３年６月調査） 

図15 大学院創成科学研究科博士後期課程への進学意向 

（生物資源学専攻，令和３年６月調査） 
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人の内訳は，「進学したい」５人中，博士（農学）が４人，「進学を検討したい」９人中，博士（農

学）が４人であった。 

以上の結果からも，生物資源学プログラムの目安定員は確保可能であると考えられる。 

２ 社会基盤システムプログラム（旧名称：社会システム系プログラム）（学術）への入学者の見通

し 

令和２年12月に在学生（修士課程地域創成専攻及び臨床心理学専攻の１年生対象）を対象として実

施した進学希望調査アンケートの結果は表５の通りである。博士後期課程社会基盤システムプログラ

ム（旧名称：社会システム系プログラム）（学術）に「進学したい」と回答した学生は地域創成専攻

１人，臨床心理学専攻７人の計８人，「進学を検討したい」と回答した学生は地域創成専攻４人，臨

床心理学専攻１人の計５人であった。このことから，地域創成専攻および臨床心理学専攻から社会基

盤システムプログラム（旧名称：社会システム系プログラム）（学術）への進学者を一定数確保でき

ると想定される。 

なお，創成科学研究科地域創成専攻・臨床心理学専攻の前身である総合科学教育部博士前期課程は

地域科学専攻・臨床心理学専攻の２専攻を有していたが，博士後期課程に接続するのは地域科学専攻

図16 大学院創成科学研究科博士後期課程への進学希望者のうち関心を持つ分野 

（生物資源学専攻，令和３年６月調査） 

図17 大学院創成科学研究科博士後期課程への進学希望 
（生物資源学専攻，令和３年６月調査） 
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のみであった。今回の改組により，新たに臨床心理学専攻の修士（博士前期）課程から博士後期課程

創成科学専攻への進学ルートが生まれることになり，その分の進学者の増加が見込まれる。 

また，表６に，過去５年間の総合科学教育部博士後期課程地域科学専攻（そのうち文系学生）の入

試実施状況を示した。入学者の平均は3.0人であり，うち社会人入学者の平均は2.2人となっている。

総合科学教育部において学生を受け入れている教員が，新たに設置される社会基盤システムプログラ

ム（旧名称：社会システム系プログラム）においても研究指導を担当することも踏まえ，社会人とし

て毎年２人程度の進学者が確保できると考えられる。 

令和２年 12 月に実施した企業アンケートにおいて，入学を希望するプログラムを尋ねたところ，

「社会基盤システムプログラム（旧名称：社会システム系プログラム）（学術）」と回答した企業は

43件に上り（８つのプログラムのうち３番目に多い数字），企業からの関心の高さがうかがえる。ま

た今回，徳島県職員（技術系・研究系職種採用者）に対して社会人入学の意向を確認するアンケート

を実施したところ，社会基盤システムプログラム（旧名称：社会システム系プログラム）（学術）へ

の入学を検討したいという回答が１件あった。県職員（行政職）については今回のアンケートの調査

対象外としたが，業務内容には社会基盤システムプログラム（旧名称：社会システム系プログラム）

（学術）と関わりが深い部分があり，大学院入学について積極的な働きかけを行っていく。 

以上のことを踏まえ，社会基盤システムプログラム（旧名称：社会システム系プログラム）（学術）

において，受入人数の目安である３人の学生は確保可能であると考えている。 

（新旧対照表）学生の確保の見通し等を記載した書類（1，9～16 ページ） 

新 旧 

（1ページ） 

①定員充足の見込み 

また，産業界・社会のニーズに対応した実践的な

人材養成という研究科の特色，今回の改組により

農学系（博士（農学）の取得を目指す）の高度人

（1ページ） 

①定員充足の見込み 

また，産業界・社会のニーズに対応した実践的な

人材養成という研究科の特色，今回の改組により

農学系（博士（農学）の取得を目指す）の高度人

表６ 総合科学教育部博士後期課程入試実施状況（文系学生のみ，過去５年間） 

平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年 平均値

受験者数 2(1) 4(4) 2(0) 3(3) 4(3) 3.0(2.2)

合格者数 2(1) 4(4) 2(0) 3(3) 4(3) 3.0(2.2)

入学者数 2(1) 4(4) 2(0) 3(3) 4(3) 3.0(2.2)

(    )内は社会人

表５ 大学院創成科学研究科博士後期課程への進学意向（地域創成専攻，臨床心理学専攻） 

専攻 進学したい 進学を検討したい
将来の進路の選択
肢として検討した
い

進学する予定はな
い

地域創成 1 4 2 3

臨床心理学 7 1 1 1
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材養成の開始，文理横断型の学位プログラム（社

会基盤システム（旧名称：社会システム系プログ

ラム））の新設，学際的な光応用系プログラム

（光科学系プログラム）の設置など，養成する人

材の幅が大きく広がり，内部進学者はもとより，

他大学の学生や社会人を含めた新たな入学対象

者・志願者の拡大が見込まれることから，今回開

設する博士後期課程の入学定員を 47 人とした。 

（9～11ページ） 

ウ．学外からの入学者数の見通し 

（中略） 

機械科学系プログラム（工学）50 人，電気電子物

理科学系プログラム（工学）44 人，社会基盤シス

テムプログラム（旧名称：社会システム系プログ

ラム）（学術）43 人，社会基盤システムプログラ

ム（旧名称：社会システム系プログラム）（工

学）42 人などとなっている（図８）。 

（中略） 

入学を希望する学位プログラム（問４）は，生物

資源学系プログラム（農学）６人，社会基盤シス

テムプログラム（旧名称：社会システム系プログ

ラム）（工学）２人，機械科学系プログラム（工

学）２人，社会基盤システムプログラム（旧名

称：社会システム系プログラム）（学術）１人，

化学生命工学系プログラム（工学）１人という結

果であった（複数回答あり）。今回の改組で新規

追加される生物資源系プログラム（農学）につい

ては徳島県との連携で平成 28 年度に設置された生

物資源産業学部を母体とした学系であり，その連

携は学部に止まらず大学院においても，農学分野

の高度人材を地域行政や企業に対し供給する観点

から発展的展開が十分期待できる。なお今回，徳

島県の行政職については調査対象外としたが，業

務内容を踏まえると社会基盤システムプログラム

（旧名称：社会システム系プログラム）（学術）

と関わりが深い部分があり，今後，大学院入学に

ついて積極的な働きかけを行っていきたい。 

材養成の開始，文理横断型の学位プログラム（社

会システム系プログラム）の新設，学際的な光応

用系プログラム（光科学系プログラム）の設置な

ど，養成する人材の幅が大きく広がり，内部進学

者はもとより，他大学の学生や社会人を含めた新

たな入学対象者・志願者の拡大が見込まれること

から，今回開設する博士後期課程の入学定員を 47

人とした。 

（9～11ページ） 

ウ．学外からの入学者数の見通し 

（中略） 

機械科学系プログラム（工学）50 人，電気電子物

理科学系プログラム（工学）44 人，社会システム

系プログラム（学術）43 人，社会システム系プロ

グラム（工学）42 人などとなっている（図８）。 

（中略） 

入学を希望する学位プログラム（問４）は，生物

資源学系プログラム（農学）６人，社会システム

系プログラム（工学）２人，機械科学系プログラ

ム（工学）２人，社会システム系プログラム（学

術）１人，化学生命工学系プログラム（工学）１

人という結果であった（複数回答あり）。今回の

改組で新規追加される生物資源系プログラム（農

学）については徳島県との連携で平成 28 年度に設

置された生物資源産業学部を母体とした学系であ

り，その連携は学部に止まらず大学院において

も，農学分野の高度人材を地域行政や企業に対し

供給する観点から発展的展開が十分期待できる。

なお今回，徳島県の行政職については調査対象外

としたが，業務内容を踏まえると社会システム系

プログラム（学術）と関わりが深い部分があり，

今後，大学院入学について積極的な働きかけを行

っていきたい。 
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（11～16ページ） 

エ．入学者数の見通し 
（中略） 
一定の競争率を確保した上で（学生の質を担保し 
た上で），定員を充足することが可能と考えられる。 
ここで，生物資源学系プログラム（農学），社会

基盤システムプログラム（旧名称：社会システム系

プログラム）（学術）への進学の見通しを，データ

を踏まえ示しておく。受入人数の目安として，前者

は５人，後者は３人を想定している。 

１ 生物資源学系プログラム（農学）への入学者の

見通し 

生物資源学プログラムについては，在学生アンケ

ートの結果における「進学したい」３人の結果や，

徳島県職員へのアンケートの結果等から社会人入

学，外国人留学生も加え目安定員５人は確保可能と

考えていたが，このたび新たにアンケート調査を実

施した。 

先ず，調査対象者を，2019年度及び2020年度に

生物資源産業学部を卒業し地方公務員技術系・研究

系職種に採用となった 10 人（徳島県９人，岡山県

１人）とした。アンケート結果は次のとおりとなっ

た。 

調査対象者10人のうち全員から回答があり，「新

たに設置される創成科学研究科博士後期課程に進

学したいと思いますか」という問い（問１）に対し

て，「進学したい」という回答が４人，「進学を検

討したい」という回答が４人，「わからない」とい

う回答が２人あった（図 12）。問２で「進学した

い」及び「進学を検討したい」と回答した人に，「関

心を持つ分野をお答えください」と尋ねたところ

（問３），「地域開発」３人，「検査・分析・セン

シング技術」１人，「機能性食品開発」２人，「生

物資源開発」８人，生物工学技術・有用物質開発」

２人という回答結果であった（図13）。以上の結果

からも潜在的ニーズがあることが示された。 

（11 ページ） 

エ．入学者数の見通し 

（中略） 

一定の競争率を確保した上で（学生の質を担保し

た上で），定員を充足することが可能と考えられ

る。 
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調査対象者10人のうち全員から回答があり，「新

たに設置される創成科学研究科博士後期課程に進

学したいと思いますか」という問い（問１）に対し

て，「進学したい」という回答が４人，「進学を検

討したい」という回答が４人，「わからない」とい

う回答が２人あった（図 12）。問２で「進学した

い」及び「進学を検討したい」と回答した人に，「関

心を持つ分野をお答えください」と尋ねたところ

（問３），「地域開発」３人，「検査・分析・セン

シング技術」１人，「機能性食品開発」２人，「生

物資源開発」８人，生物工学技術・有用物質開発」

２人という回答結果であった（図13）。以上の結果

からも潜在的ニーズがあることが示された。 

図12 大学院創成科学研究科博士後期課程への進学希望 

（生物資源産業学部2019年度，2020年度卒業者で地方公務員

技術系・研究系就職者） 

図13 大学院創成科学研究科博士後期課程への進学希望者のう

ち関心を持つ分野 

（生物資源産業学部2019年度，2020年度卒業者で地方公務員

技術系・研究系就職者） 

また，生物資源学系プログラムの特色等を修正し

たことにより，令和３年６月に，大学院創成科学研

究科修士課程生物資源学専攻２年次在籍の全学生

を対象として，創成科学研究科博士後期課程創成科

学専攻への進学希望調査も再度実施した。 
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調査対象者は 42 人，回答者は 40 人，回答率は

95％であった。 

「新たに設置される大学院創成科学研究科博士

後期課程に興味・関心を持ちましたか」という問い

（問２）に対して，「大いに興味・関心を持った」

という回答は６人（15%），「興味・関心を持った」

という回答は 22 人（55％）で，両者を合わせると

全体の 70％に及び，在学生の 7 割が本研究科博士

後期課程の教育内容に興味・関心を持っていること

がわかる（図14）。 

「大学院創成科学研究科博士後期課程に進学し

たいと思いますか」という問い（問４）に対しては，

「進学したい」という回答が５人（12.5％），「進

学を検討したい」という回答が９人（22.5％）で，

両者を合わせると14人（35％）に及ぶ（図15）。

すなわち，在学生の35%が本研究科博士後期課程へ

の進学意向，または前向きな進学検討の意向を示し

ている。 

図14 大学院創成科学研究科博士後期課程への興味・関心 

（生物資源学専攻，令和３年６月調査） 

図15 大学院創成科学研究科博士後期課程への進学意向 

（生物資源学専攻，令和３年６月調査） 

問２で「進学したい」及び「進学を検討したい」

と回答した人に，「関心を持つ分野をお答えくださ

い」と尋ねたところ（問５），「エネルギー効率化

技術」１人，「検査・分析・センシング技術」４人，
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「機能性材料」６人，「医療機器」８人，「機能性

食品開発」11人，「生物生産・機能開発」９人，「知

的画像処理」１人，「システム制御・生産イノベー

ション」1人，「生物工学技術・有用物質開発」15

人という結果となった（図16）。 

また，問３で「進学したい」「進学を検討したい」

「将来の進路の選択肢として検討したい」と回答し

た人(22人)に，「進学を考えている（検討したい）

学位プログラムをお答えください」と尋ねたところ

（問５），回答は，「博士（農学）」13人，博士（工

学）９人，博士（学術）０人であった（図17）。大

学院創成科学研究科博士後期課程に「進学したい」

５人，「進学を検討したい」９人の計 14 人の内訳

は，「進学したい」５人中，博士（農学）が４人，

「進学を検討したい」９人中，博士（農学）が４人

であった。 

以上の結果からも，生物資源学プログラムの目安

定員は確保可能であると考えられる。 

図16 大学院創成科学研究科博士後期課程への進学希望者の

うち関心を持つ分野 

（生物資源学専攻，令和３年６月調査） 

図17 大学院創成科学研究科博士後期課程への進学希望 

（生物資源学専攻，令和３年６月調査） 

２ 社会基盤システムプログラム（旧名称：社会シ

ステム系プログラム）（学術）への入学者の見通し 

令和２年 12 月に在学生（修士課程地域創成専攻

及び臨床心理学専攻の１年生対象）を対象として実
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施した進学希望調査アンケートの結果は表５の通

りである。博士後期課程社会基盤システムプログラ

ム（旧名称：社会システム系プログラム）（学術）

に「進学したい」と回答した学生は地域創成専攻１

人，臨床心理学専攻７人の計８人，「進学を検討し

たい」と回答した学生は地域創成専攻４人，臨床心

理学専攻１人の計５人であった。このことから，地

域創成専攻および臨床心理学専攻から社会基盤シ

ステムプログラム（旧名称：社会システム系プログ

ラム）（学術）への進学者を一定数確保できると想

定される。 

なお，創成科学研究科地域創成専攻・臨床心理学

専攻の前身である総合科学教育部博士前期課程は

地域科学専攻・臨床心理学専攻の２専攻を有してい

たが，博士後期課程に接続するのは地域科学専攻の

みであった。今回の改組により，新たに臨床心理学

専攻の修士（博士前期）課程から博士後期課程創成

科学専攻への進学ルートが生まれることになり，そ

の分の進学者の増加が見込まれる。  
表５ 大学院創成科学研究科博士後期課程への進学意向（地域

創成専攻，臨床心理学専攻） 

また，表６に，過去５年間の総合科学教育部博士

後期課程地域科学専攻（そのうち文系学生）の入試

実施状況を示した。入学者の平均は3.0人であり，

うち社会人入学者の平均は2.2人となっている。総

合科学教育部において学生を受け入れている教員

が，新たに設置される社会基盤システムプログラム

（旧名称：社会システム系プログラム）においても

研究指導を担当することも踏まえ，社会人として毎

年２人程度の進学者が確保できると考えられる。 

表６ 総合科学教育部博士後期課程入試実施状況（文系

学生のみ，過去５年間） 

令和２年 12 月に実施した企業アンケートにおい

て，入学を希望するプログラムを尋ねたところ，「社

専攻 進学したい 進学を検討したい
将来の進路の選択
肢として検討した
い

進学する予定はな
い

地域創成 1 4 2 3

臨床心理学 7 1 1 1

平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年 平均値

受験者数 2(1) 4(4) 2(0) 3(3) 4(3) 3.0(2.2)

合格者数 2(1) 4(4) 2(0) 3(3) 4(3) 3.0(2.2)

入学者数 2(1) 4(4) 2(0) 3(3) 4(3) 3.0(2.2)

(    )内は社会人
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会基盤システムプログラム（旧名称：社会システム

系プログラム）（学術）」と回答した企業は 43 件

に上り（８つのプログラムのうち３番目に多い数

字），企業からの関心の高さがうかがえる。また今

回，徳島県職員（技術系・研究系職種採用者）に対

して社会人入学の意向を確認するアンケートを実

施したところ，社会基盤システムプログラム（旧名

称：社会システム系プログラム）（学術）への入学

を検討したいという回答が１件あった。県職員（行

政職）については今回のアンケートの調査対象外と

したが，業務内容には社会基盤システムプログラム

（旧名称：社会システム系プログラム）（学術）と

関わりが深い部分があり，大学院入学について積極

的な働きかけを行っていく。 

以上のことを踏まえ，社会基盤システムプログラ

ム（旧名称：社会システム系プログラム）（学

術）において，受入人数の目安である３人の学生

は確保可能であると考えている。 

（24 ページ） 

以上のことから，本研究科博士後期課程が養

成する人材像は，社会的な需要の動向を踏まえ

たものであると考えている。 

※審査意見５により社会システム系プログラム

を名称変更することとしたため，本事項では変

更後の名称となる「社会基盤システムプログラ

ム」を使用し説明を行う。 

（24 ページ） 

以上のことから，本研究科博士後期課程が養

成する人材像は，社会的な需要の動向を踏まえ

たものであると考えている。 
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（改善事項） 創成科学研究科 創成科学専攻（D） 

13．【人材需要の社会的動向・学生確保の見通し】 

学生確保に向けた具体的な取組状況について，既設の博士課程で充足していない専攻がある中，

現状を踏まえた上での具体的な効果が見込まれているかを取組ごとに明確に説明すること。また，

優秀な外国人留学生獲得に向けての対応については，ダブルディグリー制度の活用とあるが，こ

れまでの実績も示した上で，具体的な活用方策について説明すること。 

（対応） 

以下の内容により「学生確保の見通し等を記載した書類」を修正する。 

１．学生確保に向けた取組ごとの具体的な効果について 

①大学院入試説明会の実施 

本学大学院（先端技術科学教育部，総合科学教育部，創成科学研究科４専攻）では，部局ごとに年

３，４回程度，大学院入試説明会を開催してきた。開催情報をホームページに掲載し，また夜間等に

説明会を開催することで，学外からも（社会人を含め）広く進学希望者に参加してもらえている。総

合科学部教育部では，とくに博士後期課程進学希望者については，説明会の最後に丁寧な個別相談を

行い，適切な指導教員を紹介する（マッチング）などの対応を取った結果，当該学生の進学に結びつ

けることができている。特に他大学の学生や社会人は学内の学生に比べ大学院のカリキュラムや指導

教員の指導内容に関する情報が不足していることが多く，それらをより具体的に理解してもらい，関

心，進学意欲を高めてもらう上で，説明会が有効に機能している。経済的理由から博士後期課程進学

を断念する者も見受けられるが，先端技術科学教育部では，入試説明会で博士後期課程進学の重要性

や経済的支援制度について説明し理解を得ることで，現在の学部生や修士課程の学生が将来的に博士

後期課程に進学できるよう取組んでいる。 

博士後期課程創成科学専攻においても，学生の獲得戦略の一つとして，大学院入試説明会を年数回

開催する。説明会の開催情報はホームページに大きく掲載するとともに，ポスター・チラシを作成し

学内外に広報する。説明会では専攻の組織や教育内容，入試の実施概要等にかかる全体説明を行うと

ともに，質疑応答および丁寧な個別相談を行う。博士後期課程創成科学専攻での教育・研究内容が理

解しやすいように，大学院生による授業や研究の紹介も取り入れる。社会人等の都合も踏まえ，説明

会は土日曜や夜間にも開催する。広い範囲の進学希望者に参加してもらい，個別相談も含め，本専攻

の教育課程や指導体制の特色，大学院進学の意義や経済的支援体制等について理解を深めてもらい，

さらに適切な分野の指導教員とのマッチングを進めることを通して，進学者の増加を図りたい。 

②ホームページ，研究科案内（リーフレット）等による広報活動 

ホームページの活用により，地域を超えたより広い範囲の学生に，大学院のカリキュラムや入試等

の情報，教育の特色や魅力を詳しく伝えることが可能となる。現在，PC版のみならず，スマートフ

ォン版のホームページも作成し，モバイル時代のツール活用のあり方に対応するようにしている。一

方，四国や関西圏を中心に専門領域の近い大学や日本語学校，企業等に研究科案内を配布すること

も，本学大学院の存在，そして教育内容を知ってもらう上で有効に働き，実際に進学してくる学生も

いる。こうした経験も踏まえ，引き続き，創成科学専攻においても，ホームページ，研究科案内等を

さらに充実させ，進学者の増加を図りたい。研究科のホームページを通じて，博士後期課程創成科学
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専攻の教育の特色，教育組織，カリキュラム，教育・研究活動を通した産官学連携の取組，修了後の

進路，入試の実施概要，教員・学生の研究活動等の情報を広く発信する。英語によるホームページも

作成し，グローバルな規模での受験生の獲得につなげる。若い世代の多くが利用しているSNSの広報

への活用も検討する。 

また，博士後期課程創成科学専攻の教育の特色，教育組織，カリキュラム，入試の実施概要等をわ

かりやすくまとめた案内冊子を作成し，大学院入試説明会で配付するとともに，学生関係事務部門の

窓口に常備する。また，近県の大学（関連分野の大学院），県内を中心とした企業，自治体，海外の

交流協定校等に案内冊子を送付し広報を図る。案内はPDFファイルの形で研究科ホームページにもア

ップし，誰もが随時ダウンロード，閲覧できる体制を整える。 

③社会人等が学びやすい環境の整備 

博士後期課程創成科学専攻の前身となる先端技術科学教育部，および総合科学部教育部では，これ

までも安定して社会人学生を受け入れてきた実績を有している（平成28年度～令和２年度の平均

は，先端技術科学教育部9.8人，総合科学教育部2.8人）。これは，社会人等が学びやすいように，

長期履修制度の導入，授業の土日・夜間開講の実施，skypeやメールなどを活用した柔軟な研究指導

などの取組を進めてきた成果と言える。  

博士後期課程創成科学専攻では，中長期に亘る社会からの本学へのさまざまな要請を踏まえ，それ

ぞれの専門基盤・基幹技術に関する深い知識とスキル並びに幅広い関連分野の見識を有し，それらを

基に自立的かつ継続的な高い研究能力を有し，やがてはそれぞれの分野で指導的役割を負える人材の

養成を目的としており，今後とも社会人学生の受入れを積極的に推進していく方針である。 

今回，企業を対象としたアンケート調査において，「貴台の社員等が本研究科博士後期課程に入学

する際に，どのような学生支援などがあるとよいと考えますか」と尋ねたところ，「週末・夜間開

講，Zoomや Skypeによる遠隔指導など，社会人に適した開講方式」という回答が最も多かった（回

答者157件のうち127件，全体の81％）。次いで，「入学料や授業料等の減免制度」71件

（45％），「働きながら６年程度の長期期間で修了できる制度」53件（34％），「奨学金制度」25

件（16％）などとなっている。大学院設置基準第14条に基づき，社会人等が学びやすいように，引

き続き，長期履修制度の活用，授業の土日・夜間開講の実施，Zoomや skype等を活用した研究指導

など，時間と空間の制約を取り除くための工夫に努める。また，企業や地域行政研究機関等との共同

研究を積極的に推進するとともに，共同研究先の技術者等に大学院入学を呼びかけ，社会人学生の獲

得につなげる。 

④優秀な外国人留学生獲得に向けての対応 

海外の交流協定校等との関係をさらに強化し，ダブルディグリー制度の活用，広報活動の推進等を

通じて，優秀な外国人留学生の獲得を目指す。外国人留学生特別入試を活用して，積極的に外国人留

学生の受入を行う（同入試制度の活用を踏まえ，先端技術科学教育部博士後期課程の平成28年度～

令和２年度の５年間における外国人留学生の入学者数の平均は12.2人となっている）。「外国人留

学生の進路決定行動に関するアンケート調査」（アクセスリード，2018年）によれば，外国人留学

生が日本の大学の情報を得る手段の第１が「ウェブ」となっている（52.4％）。また，英語を使用す

る地域の留学生が多く進学してくることから，英語による募集要項を作成するとともに，英語版のホ
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ームページを充実させる。本研究科の教育課程の特色や魅力を周知し，興味を示した学生に対しては

個別に説明や面談を行うなど，外国人留学生の確保に向けた取組を促進させる。 

また，大学院創成科学研究科理工学専攻及び創成科学専攻の前身となる大学院先端技術科学教育部

におけるダブルディグリー（DD）制度の活用を引き続き図ることを考えているが，その効果について

は，後に示す「２．ダブルディグリー（DD）制度の活用について」に記載の通りである。 

なお，本学においては，大学宿舎の貸与，インターナショナルオフィスによる日本語学修支援，日

本人学生によるチューター制度等，外国人留学生のサポート体制も整っている。全学のキャリア支援

室，インターナショナルオフィスとも連携しつつ，外国人留学生の国内就職支援にも力を入れ，外国

人留学生が安心して学べる環境をさらに整える。 

⑤学生の経済的支援，キャリア支援体制の整備 

現在，入学料・授業料免除制度（全額免除／半額免除）に加え，大学独自に返還義務を課さない給

付型の奨学金「徳島大学ゆめ奨学金」を創設し，大学院博士後期課程の学生を対象に授業料に充当す

る奨学金の給付を行うとともに，経済的理由により修学が困難な学生に対し，経済的負担の軽減を図

るため，徳島大学修学支援事業基金から学資金を支給している。また，本学では，平成29年度に異

分野融合型研究を支援する「研究クラスター支援制度」を導入したが，その制度の中で，大学院生を

所属する学位プログラムと関連のある「研究クラスター」に参画させ，研究クラスター予算から報酬

を支払う経済的支援制度の導入を予定している。加えて，理工学部関連では，日亜化学工業株式会社

から贈られた奨学寄附金10億円を原資とし，学業，人物とも優秀な学生に対し返済義務を課さない

奨学金を給付する特別待遇奨学制度を設けている。キャリア支援体制については，全学のキャリア支

援室が就職活動の全面的なサポートを行うとともに，地域企業・行政と連携した長期インターンシッ

プ制度等を通じて，実践的なキャリア教育，キャリア支援を行っている。 

博士後期課程創成科学専攻においても，入学料・授業料免除制度，奨学金，リサーチ・アシスタン

トやティーチング・アシスタント制度等，進学の動機につながる経済的支援体制のさらなる充実に取

組む。また，国内外の企業や研究機関との連携をさらに深め，またインターンシップ制度等を充実さ

せることにより，博士後期課程の修了生が，その後のキャリアパスの見通しを描けるような体制の整

備に取組む。 

在学生アンケートで「進学を検討したい」「将来の進路の選択肢として検討したい」と回答した人

に，どのような要因が解決されれば大学院創成科学研究科博士後期課程に進学したいと考えるかを尋

ねたところ（複数回答可），最も回答が多かったのが「経済的負担が少なければ（授業料減免制度，

奨学金制度の充実）」113人（回答者全体の31％），次いで「就職支援制度が充実していれば」69

人（19％）であった。上記のような経済的支援，キャリア支援の取組を推進することで，学生の進学

への不安を払拭し，進学者を増加させたい。 

２．ダブルディグリー（DD）制度の活用について 

現在，令和２年４月に改組した大学院創成科学研究科理工学専攻及び創成科学専攻の前身となる大

学院先端技術科学教育部と複数学位（ダブルディグリー）を与える国際連携教育を行う主な大学は，

徳島大学が学術交流協定を結んでいるフロリダアトランティック大学（アメリカ），トゥールーズ工

科大学（フランス），マレーシアマラッカ技術大学（マレーシア），西安交通大学（中国），韓国海洋
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大学校（韓国），国立台湾科技大学（台湾）など合計 12 大学となる。本学では，それぞれ関係する学

術交流協定校ごとにコーディネーター教員を配置し，グローバルなネットワークで結び DD 学生の受

入，本学学生の留学及び外国大学大学院と連携した，国際交流プログラム活動を行っている。 

表１に過去５年間の外国大学大学院からの受け入れ学生の実績を示す。昨年度は新型コロナウイル

ス感染症の影響もあり通常に比べ人数が減少しているが，それを踏まえても平均すると年間 16.8 人の

海外大学大学院生の受け入れを行っており，創成科学専攻においても，このダブルディグリー制度を

活用した博士後期課程学生受入については年間 3.6 人の確保は可能と考える。 

今後は，コーディネーター教員が中心となり，創成科学専攻のカリキュラムなど詳細な情報で新大

学院をアピールし，どのような専門性を身に付けることができるのか，どのようなダブルディグリー

制度であるかなど，教育研究上の具体的な情報を公開・提供することで，更なる優秀な外国人留学生

の獲得を目指している。 

（新旧対照表）学生確保の見通し等を記載した書類（16～19 ページ） 

新 旧 

（16～19 ページ） 

①大学院入試説明会の実施 

本学大学院（先端技術科学教育部，総合科学教育部，

創成科学研究科４専攻）では，部局ごとに年３，４回程

度，大学院入試説明会を開催してきた。開催情報をホ

ームページに掲載し，また夜間等に説明会を開催する

ことで，学外からも（社会人を含め）広く進学希望者に

参加してもらえている。総合科学部教育部では，とく

に博士後期課程進学希望者については，説明会の最後

に丁寧な個別相談を行い，適切な指導教員を紹介する

（マッチング）などの対応を取った結果，当該学生の

進学に結びつけることができている。特に他大学の学

生や社会人は学内の学生に比べ大学院のカリキュラム

や指導教員の指導内容に関する情報が不足しているこ

とが多く，それらをより具体的に理解してもらい，関

心，進学意欲を高めてもらう上で，説明会が有効に機

（11～13 ページ） 

①大学院入試説明会の実施 

大学院入試説明会を年数回開催する。説明会

の開催情報はホームページに掲載するととも

に，ポスター・チラシを作成し学内外に広報す

る。説明会では専攻の組織や教育内容，入試の

実施概要等にかかる全体説明を行うとともに，

質疑応答を行う。博士後期課程創成科学専攻で

の教育・研究内容が理解しやすいように，大学

院生による授業や研究の紹介も取り入れる。社

会人等の都合も踏まえ，説明会は土日曜や夜間

にも開催する。 

表１ ダブルディグリー制度による外国人留学生受入数 

平均

4月 10月 4月 10月 4月 10月 4月 10月 4月 10月

博士前期課程 9 6 13 5 10 2 8 5 4 4 13.2

博士後期課程 1 5 2 4 4 1 0 0 1 0 3.6

合計 10 11 15 9 14 3 8 5 5 4 16.8

課程
平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度
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能している。経済的理由から博士後期課程進学を断念

する者も見受けられるが，先端技術科学教育部では，

入試説明会で博士後期課程進学の重要性や経済的支援

制度について説明し理解を得ることで，現在の学部生

や修士課程の学生が将来的に博士後期課程に進学でき

るよう取組んでいる。 

博士後期課程創成科学専攻においても，学生の獲得

戦略の一つとして，大学院入試説明会を年数回開催す

る。説明会の開催情報はホームページに大きく掲載す

るとともに，ポスター・チラシを作成し学内外に広報

する。説明会では専攻の組織や教育内容，入試の実施

概要等にかかる全体説明を行うとともに，質疑応答お

よび丁寧な個別相談を行う。博士後期課程創成科学専

攻での教育・研究内容が理解しやすいように，大学院

生による授業や研究の紹介も取り入れる。社会人等の

都合も踏まえ，説明会は土日曜や夜間にも開催する。

広い範囲の進学希望者に参加してもらい，個別相談も

含め，本専攻の教育課程や指導体制の特色，大学院進

学の意義や経済的支援体制等について理解を深めても

らい，さらに適切な分野の指導教員とのマッチングを

進めることを通して，進学者の増加を図りたい。 

②ホームページ，研究科案内（リーフレット）等によ

る広報活動 

ホームページの活用により，地域を超えたより広い

範囲の学生に，大学院のカリキュラムや入試等の情報，

教育の特色や魅力を詳しく伝えることが可能となる。

現在，PC版のみならず，スマートフォン版のホームペ

ージも作成し，モバイル時代のツール活用のあり方に

対応するようにしている。一方，四国や関西圏を中心

に専門領域の近い大学や日本語学校，企業等に研究科

案内を配布することも，本学大学院の存在，そして教

育内容を知ってもらう上で有効に働き，実際に進学し

てくる学生もいる。こうした経験も踏まえ，引き続き，

創成科学専攻においても，ホームページ，研究科案内

等をさらに充実させ，進学者の増加を図りたい。研究

科のホームページを通じて，博士後期課程創成科学専

攻の教育の特色，教育組織，カリキュラム，教育・研究

活動を通した産官学連携の取組，修了後の進路，入試

②ホームページ，研究科案内（リーフレット）

等による広報活動 

研究科のホームページを通じて，博士後期課

程創成科学専攻の教育の特色，教育組織，カリ

キュラム，教育・研究活動を通した産官学連携

の取組，修了後の進路，入試の実施概要，教員・

学生の研究活動等の情報を広く発信する。英語

によるホームページも作成し，グローバルな規

模での受験生の獲得につなげる。 

また，博士後期課程創成科学専攻の教育の特

色，教育組織，カリキュラム，入試の実施概要

等をわかりやすくまとめた案内冊子を作成し，

大学院入試説明会で配付するとともに，学生関

係事務部門の窓口に常備する。また，近県の大

学（関連分野の大学院），県内を中心とした企

業，自治体，海外の交流協定校等に案内冊子を

送付し広報を図る。案内は PDF ファイルの形で
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の実施概要，教員・学生の研究活動等の情報を広く発

信する。英語によるホームページも作成し，グローバ

ルな規模での受験生の獲得につなげる。若い世代の多

くが利用している SNS の広報への活用も検討する。 

また，博士後期課程創成科学専攻の教育の特色，教

育組織，カリキュラム，入試の実施概要等をわかりや

すくまとめた案内冊子を作成し，大学院入試説明会で

配付するとともに，学生関係事務部門の窓口に常備す

る。また，近県の大学（関連分野の大学院），県内を中

心とした企業，自治体，海外の交流協定校等に案内冊

子を送付し広報を図る。案内は PDF ファイルの形で研

究科ホームページにもアップし，誰もが随時ダウンロ

ード，閲覧できる体制を整える。 

③社会人等が学びやすい環境の整備 

博士後期課程創成科学専攻の前身となる先端技術科

学教育部，および総合科学部教育部では，これまでも

安定して社会人学生を受け入れてきた実績を有してい

る（平成 28 年度～令和２年度の平均は，先端技術科学

教育部 9.8 人，総合科学教育部 2.8 人）。これは，社会

人等が学びやすいように，長期履修制度の導入，授業

の土日・夜間開講の実施，skype やメールなどを活用し

た柔軟な研究指導などの取組を進めてきた成果と言え

る。 

博士後期課程創成科学専攻では，中長期に亘る社会

からの本学へのさまざまな要請を踏まえ，それぞれの

専門基盤・基幹技術に関する深い知識とスキル並びに

幅広い関連分野の見識を有し，それらを基に自立的か

つ継続的な高い研究能力を有し，やがてはそれぞれの

分野で指導的役割を負える人材の養成を目的としてお

り，今後とも社会人学生の受入れを積極的に推進して

いく方針である。 

今回，企業を対象としたアンケート調査において，

「貴台の社員等が本研究科博士後期課程に入学する際

に，どのような学生支援などがあるとよいと考えます

か」と尋ねたところ，「週末・夜間開講，Zoom や Skype

による遠隔指導など，社会人に適した開講方式」とい

う回答が最も多かった（回答者 157 件のうち 127 件，

全体の 81％）。次いで，「入学料や授業料等の減免制

研究科ホームページにもアップし，誰もが随時

ダウンロード，閲覧できる体制を整える。 

③社会人等が学びやすい環境の整備 

大学院設置基準第 14 条に基づき，社会人等

が学びやすいように，長期履修制度の導入，授

業の土日・夜間開講の実施，Zoom や skype 等を

活用した研究指導など，時間と空間の制約を取

り除くための工夫をできる限り行う。また，社

会人学生の獲得につなげるため，企業や地域行

政研究機関等との共同研究を積極的に推進す

るとともに，共同研究先の技術者等に大学院入

学を呼びかける。 
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度」71 件（45％），「働きながら６年程度の長期期間

で修了できる制度」53 件（34％），「奨学金制度」25

件（16％）などとなっている。大学院設置基準第 14 条

に基づき，社会人等が学びやすいように，引き続き，長

期履修制度の活用，授業の土日・夜間開講の実施，Zoom

や skype 等を活用した研究指導など，時間と空間の制

約を取り除くための工夫に努める。また，企業や地域

行政研究機関等との共同研究を積極的に推進するとと

もに，共同研究先の技術者等に大学院入学を呼びかけ，

社会人学生の獲得につなげる。 

④優秀な外国人留学生獲得に向けての対応 

海外の交流協定校等との関係をさらに強化し，ダブ

ルディグリー制度の活用，広報活動の推進等を通じて，

優秀な外国人留学生の獲得を目指す。外国人留学生特

別入試を活用して，積極的に外国人留学生の受入を行

う（同入試制度の活用を踏まえ，先端技術科学教育部

博士後期課程の平成 28 年度～令和２年度の５年間に

おける外国人留学生の入学者数の平均は 12.2人となっ

ている）。「外国人留学生の進路決定行動に関するアン

ケート調査」（アクセスリード，2018 年）によれば，

外国人留学生が日本の大学の情報を得る手段の第１が

「ウェブ」となっている（52.4％）。また，英語を使用

する地域の留学生が多く進学してくることから，英語

による募集要項を作成するとともに，英語版のホーム

ページを充実させる。本研究科の教育課程の特色や魅

力を周知し，興味を示した学生に対しては個別に説明

や面談を行うなど，外国人留学生の確保に向けた取組

を促進させる。 

現在，令和２年４月に改組した大学院創成科学研究

科理工学専攻及び創成科学専攻の前身となる大学院先

端技術科学教育部と複数学位（ダブルディグリー）を

与える国際連携教育を行う主な大学は，徳島大学が学

術交流協定を結んでいるフロリダアトランティック大

学（アメリカ），トゥールーズ工科大学（フランス），

マレーシアマラッカ技術大学（マレーシア），西安交通

大学（中国），韓国海洋大学校（韓国），国立台湾科技

大学（台湾）など合計 12 大学となる。本学では，それ

ぞれ関係する学術交流協定校ごとにコーディネーター

④優秀な外国人留学生獲得に向けての対応 

海外の交流協定校等との関係をさらに強化

し，ダブルディグリー制度の活用，広報活動の

推進等を通じて，優秀な外国人留学生の獲得を

目指す。外国人留学生特別入試を活用して，積

極的に外国人留学生の受入を行う。英語による

募集要項を作成するとともに，英語版のホーム

ページを充実させる。本研究科の教育課程の特

色や魅力を周知し，興味を示した学生に対して

は個別に説明や面談を行うなど，外国人留学生

の確保に向けた取組を促進させる。 

なお，本学においては，大学宿舎の貸与，イ

ンターナショナルオフィスによる日本語学修

支援，日本人学生によるチューター制度等，外

国人留学生のサポート体制も整っている。外国

人留学生の国内における就職支援にも力を入

れ，外国人留学生が安心して学べる環境をさら

に整える。 
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教員を配置し，グローバルなネットワークで結びDD学

生の受入，本学学生の留学及び外国大学大学院と連携

した，国際交流プログラム活動を行っている。 

表７に過去５年間の外国大学大学院からの受け入れ

学生の実績を示す。昨年度は新型コロナウイルス感染

症の影響もあり通常に比べ人数が減少しているが，そ

れを踏まえても平均すると年間 16.8人の海外大学大学

院生の受け入れを行っており，創成科学専攻において

も，このダブルディグリー制度を活用した博士後期課

程学生受入については年間 3.6 人の確保は可能と考え

る。 

今後は，コーディネーター教員が中心となり，創成

科学専攻のカリキュラムなど詳細な情報で新大学院を

アピールし，どのような専門性を身に付けることがで

きるのか，どのようなダブルディグリー制度であるか

など，教育研究上の具体的な情報を公開・提供するこ

とで，更なる優秀な外国人留学生の獲得を目指してい

る。 

なお，本学においては，大学宿舎の貸与，インターナ

ショナルオフィスによる日本語学修支援，日本人学生

によるチューター制度等，外国人留学生のサポート体

制も整っている。全学のキャリア支援室，インターナ

ショナルオフィスとも連携しつつ，外国人留学生の国

内就職支援にも力を入れ，外国人留学生が安心して学

べる環境をさらに整える。 

表７ ダブルディグリー制度による外国人留学生受入数 

⑤学生の経済的支援，キャリア支援体制の整備 

現在，入学料・授業料免除制度（全額免除／半額免

除）に加え，大学独自に返還義務を課さない給付型の

奨学金「徳島大学ゆめ奨学金」を創設し，大学院博士後

期課程の学生を対象に授業料に充当する奨学金の給付

を行うとともに，経済的理由により修学が困難な学生

に対し，経済的負担の軽減を図るため，徳島大学修学

支援事業基金から学資金を支給している。また，本学

では，平成 29 年度に異分野融合型研究を支援する「研

⑤学生の経済的支援，キャリア支援体制の整備 

授業料減免や奨学金による経済的支援体制

の充実，リサーチ・アシスタントやティーチン

グ・アシスタント制度の活用，早期修了など進

学の動機につながる制度を積極的に広報し，活

用する。国内外の企業や研究機関との連携をさ

らに深め，またインターンシップ制度等を充実

させることにより，博士後期課程の修了生が，

その後のキャリアパスの見通しを描けるよう

平均

4月 10月 4月 10月 4月 10月 4月 10月 4月 10月

博士前期課程 9 6 13 5 10 2 8 5 4 4 13.2

博士後期課程 1 5 2 4 4 1 0 0 1 0 3.6

合計 10 11 15 9 14 3 8 5 5 4 16.8

課程
平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度
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究クラスター支援制度」を導入したが，その制度の中

で，大学院生を所属する学位プログラムと関連のある

「研究クラスター」に参画させ，研究クラスター予算

から報酬を支払う経済的支援制度の導入を予定してい

る。加えて，理工学部関連では，日亜化学工業株式会社

から贈られた奨学寄附金 10 億円を原資とし，学業，人

物とも優秀な学生に対し返済義務を課さない奨学金を

給付する特別待遇奨学制度を設けている。キャリア支

援体制については，全学のキャリア支援室が就職活動

の全面的なサポートを行うとともに，地域企業・行政

と連携した長期インターンシップ制度等を通じて，実

践的なキャリア教育，キャリア支援を行っている。 

博士後期課程創成科学専攻においても，入学料・授

業料免除制度，奨学金，リサーチ・アシスタントやティ

ーチング・アシスタント制度等，進学の動機につなが

る経済的支援体制のさらなる充実に取組む。また，国

内外の企業や研究機関との連携をさらに深め，またイ

ンターンシップ制度等を充実させることにより，博士

後期課程の修了生が，その後のキャリアパスの見通し

を描けるような体制の整備に取組む。 

在学生アンケートで「進学を検討したい」「将来の進

路の選択肢として検討したい」と回答した人に，どの

ような要因が解決されれば大学院創成科学研究科博士

後期課程に進学したいと考えるかを尋ねたところ（複

数回答可），最も回答が多かったのが「経済的負担が少

なければ（授業料減免制度，奨学金制度の充実）」113

人（回答者全体の 31％），次いで「就職支援制度が充

実していれば」69 人（19％）であった。上記のような

経済的支援，キャリア支援の取組を推進することで，

学生の進学への不安を払拭し，進学者を増加させたい。 

な体制の整備に取組む。 

意見対応（6月）本文－108



創成科学研究科創成科学専攻（博士後期課程） 
養成する人材像及び３つのポリシー 

創成科学専攻（博士後期課程） 

養成する人材像 
中長期に亘る社会からの本学への要請を踏まえ，それぞれの専門基盤・基幹技術，並びに幅広い知見と研究能力を有し，や

がてはそれぞれの分野で指導的役割を負える人材育成を行う。それによって，次世代の課題探求とその解決能力を有するの

みならず，国際環境の変化にも柔軟、かつ自律的に対応できる高度専門職業人・研究者・起業家人材を育成する。 

ディプロマ・ポリシー カリキュラム・ポリシー アドミッション・ポリシー
創成科学専攻博士後期課程では，次に

掲げる目標を達成した学生に博士の学
位を授与する。 

１．学識と研究能力及び高度専門職業能
力 
 分野横断的な多角的視点と高度な専
門知識・技能を身につけ，専門基盤分野
において明確な問題意識を持ちつつ，自
立して研究を遂行し，科学・技術・産業・
社会の諸領域において，課題を解決する
能力，専門的な職業を牽引できる高度な
能力，それに加えて新たな価値を創成で
きる能力を有する。 

２．倫理観，責任感，創造力，応用力及
び展開力 
 研究遂行に関わる高い倫理観と強固
な責任感を有するとともに，専門基盤分
野及びその関連分野を総合的に理解し，
多角的な視点に基づく独創的な発想力
や豊かな創造力により，実践的に研究を
主導・牽引できる能力を有する。 

３．国際的発信力及び社会貢献能力 
 問題点や研究成果を論理的かつ明確
に表現し，国内外に発信できるコミュニ
ケーション能力，専門基盤分野の異なる
他者と連携・協力できる能力，豊かで健
全かつ持続可能な国際社会を構築する
ための国際交流に積極的に貢献できる
能力，及び社会や産業界の要請に応えて
指導的立場に立って産業活性化に貢献
できる能力を有する。

創成科学専攻博士後期課程では，学位
授与の方針で示す能力を持った人材を
育成するために，基盤となる専門分野の
高度な知識を修得する仕組みを縦串と
する。それに加えて、自身の研究の深化
のために分野横断的な多角的視点を形
成させる「研究指導クラスター」を教育
の横串として機能させる。このような縦
横のしくみを用い、以下の方針で教育課
程を編成する。 
１．教育課程の編成と教育方法 
(1) 学識と研究能力及び高度専門職業

能力
 基盤となる専門分野に関する高度の
専門的知識と能力を修得させる研究指
導科目，及び研究課題に関連した他の基
盤分野の視点を涵養することができる
授業科目及び研究指導科目とによって
教育課程を編成し，学識と研究能力及び
高度専門職業能力に加え，多角的な視野
から科学・技術・産業・社会の諸領域に
おいて，課題を解決する能力及び新たな
価値を創成できる能力が修得できる機
会を提供する。 
(2) 倫理観，責任感，創造力，応用力

及び展開力
博士論文作成に係る研究指導体制を

整備した体系的な教育課程を編成し，研
究遂行に関わる高い倫理観と強固な責
任感，独自の発想力や豊かな創造力，広
範な応用力及び展開力をもって，自立し
て行動できる能力を育む機会を提供す
る。 
(3) 国際的発信力及び社会貢献能力
博士論文作成に係る研究指導体制を

整備した体系的な教育課程を編成し，専
門基盤分野に関する問題点や研究成果
を論理的かつ明確に表現し，国内外に発
信できる能力を育む機会を提供すると
ともに，専門基盤分野の異なる他者と連
携・協力できる能力，豊かで健全かつ持
続可能な国際社会を構築するための国
際交流に積極的に貢献できる能力，及び
社会や産業界の要請に応えて指導的立
場に立って産業活性化に貢献できる能
力を涵養できる機会を提供する。 
２．教育方法 
 体系的な教育課程と研究指導を通じ
て，自立して独創的な研究を遂行できる
能力と研究遂行に求められる高い倫理
観やリーダーシップを育む機会を提供
する。 
３．学修成果の評価 
客観性、厳格性及び公平性を確保する

ため，学生に対して到達目標と成績評価
基準をあらかじめ明示し，当該基準に基
づき厳格な評価を行い，博士論文に係る
研究成果の審査及び最終試験を適切に
行う。 

創成科学専攻博士後期課程では，その
理念，目標，学位授与の方針（ディプロ
マ・ポリシー）及び教育課程編成・実施
の方針（カリキュラム・ポリシー）を踏
まえ，中長期的な産業界・社会のニーズ
を踏まえ，高度な専門知識と多角的な視
点から科学・技術・産業・社会の諸領域
において新たな価値を創成できる高度
専門職業人，研究者，あるいは起業家人
材を養成するため，課題に対し自ら積極
的に取り組む主体性，社会の多様性を理
解できる能力，協働性をもった次のよう
な人を求める。 

１．高度な専門知識・技能と分野横断的
な多角的視点に基づいた論理的思考を
身につけ，明確な問題意識をもって自立
して研究を遂行し，当該専門的な職業に
従事できる卓越した能力を修得しよう
とする人 

２．研究遂行に関わる高い倫理観と強固
な責任感を有し，専門分野に関する深い
知識と広範な応用力や展開力，独自の発
想力や豊かな創造力をもって，他者と協
働して地域と国際社会の発展のために
高度に貢献しようとする人 

３．高度な国際的視野を有し，世界水準
の研究成果を発信し，高度専門分野を牽
引して新たな価値の創成のために貢献
しようとする人 

資料 
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創成科学研究科創成科学専攻（博士後期課程） 
各学位プログラムで養成する人材像及び３つのポリシー 

学位プログラム名：社会基盤システムプログラム 

養成する人材像 
社会基盤システムプログラムでは中長期的な産業界や社会ニーズを踏まえ，社会基盤分野や社会・人間科学に関する最新

の基盤技術・基幹技術・先端技術を理解し，グローバルな視点から科学・技術・産業・社会の諸領域において新たな価値を創

成できる高度専門職業人・研究者・起業家人材を養成する。 

ディプロマ・ポリシー カリキュラム・ポリシー アドミッション・ポリシー
 社会基盤システムプログラムでは，次
に掲げる目標を達成した学生に博士の
学位を授与する。 

１．学識と研究能力及び高度専門職業能
力 
 社会基盤学，社会科学，人間科学に関
する高度な専門知識，論理的思考力，製
品開発等への応用力を持つとともに，関
連分野に関する幅広い先端知識を基礎
とした分野横断的な多角的視点に基づ
いた展開力を持ち，社会基盤学，社会科
学，人間科学分野において明確な問題意
識を持ちつつ，自立して研究を遂行し，
社会基盤学，社会科学，人間科学的な視
点から科学・技術・産業・社会の諸領域
において，課題を解決する能力，専門的
な職業を牽引できる高度な能力，それに
加えて新たな価値を創成できる能力を
有する。 

２．倫理観，責任感，創造力，応用力及
び展開力 
 研究遂行に関わる高い倫理観と強固
な責任感を有するとともに，社会基盤
学，社会科学，人間科学分野及びその関
連分野を総合的に理解し，多角的な視点
に基づく独創的な発想力や豊かな創造
力により，実践的に研究を主導・牽引で
きる能力を有する。 

３．国際的発信力及び社会貢献能力 
 問題点や研究成果を論理的かつ明確
に表現し，国内外に発信できるコミュニ
ケーション能力，専門基盤分野の異なる
他者と連携・協力できる能力，豊かで健
全かつ持続可能な国際社会を構築する
ための国際交流に積極的に貢献できる
能力，及び社会や産業界の要請に応えて
指導的立場に立って産業活性化に貢献
できる能力を有する。

 社会基盤システムプログラムでは，学
位授与の方針で示す能力を持った人材
を育成するために，以下の方針で教育課
程を編成する。 
１．教育課程の編成と教育方法 
(1) 学識と研究能力及び高度専門職業
能力
社会基盤や社会・人間科学分野に関す

る深い知識に根ざした論理的分析能力
と課題探求・問題解決能力を修得させる
研究指導科目，及び研究課題に関連した
多角的な視点を涵養することができる
授業科目及び研究指導科目とによって
教育課程を編成し，学識と研究能力及び
高度専門職業能力に加え，多角的な視点
から社会の変化や要求に柔軟に対応し
て課題を解決できる自律的な応用力と
創造力，持続可能な開発目標に配慮した
当該分野の発展を推進できる能力，さら
には自身の研究を客観的に分析評価で
きる能力を修得できる機会を提供する。 
(2) 倫理観，責任感，創造力，応用力

及び展開力
博士論文作成に係る研究指導体制を

整備した体系的な教育課程を編成し，研
究遂行に関わる高い倫理観と強固な責
任感を有するとともに，社会基盤学，社
会科学，人間科学分野及びその関連分野
を総合的に理解し，多角的な視野に基づ
いた独自の発想力や豊かな想像力，広範
な応用力及び展開力をもって，自立して
研究を主導・牽引できる能力を育む機会
を提供する。 
(3) 国際的発信力及び社会貢献能力
博士論文作成に係る研究指導体制を

整備した体系的な教育課程を編成し，社
会基盤学，社会科学，人間科学分野に関
する問題点や研究成果を論理的かつ明
確に表現し，国内外に発信できる能力を
育む機会を提供するとともに，専門基盤
分野の異なる他者と連携・協力できる能
力，豊かで健全かつ持続可能な国際社会
を構築するための国際交流に積極的に
貢献できる能力，及び社会や産業界の要
請に応えて指導的立場に立って産業活
性化に貢献できる能力を涵養できる機
会を提供する。 
２．教育方法 
体系的な教育課程と研究指導を通じ

て，自立して独創的な研究を遂行できる
能力と研究遂行に求められる高い倫理
観やリーダーシップを育む機会を提供
する。 
３．学修成果の評価 
客観性、厳格性及び公平性を確保する

ため，学生に対して到達目標と成績評価
基準をあらかじめ明示し，当該基準に基
づき厳格な評価を行い，博士論文に係る
研究成果の審査及び最終試験を適切に
行う。 

社会基盤システムプログラムでは，社
会基盤学，社会科学，あるいは人文科学
に関する高度な専門知識・技能と分野横
断的な多角的視点に基づいた論理的思
考によって，科学・技術・産業・社会の
諸領域において新たな価値を創成でき
る高度専門職業人，研究者，あるいは起
業家人材を養成するため，課題に対して
自ら積極的に取り組む主体性，社会の多
様性を理解できる能力，協働性をもった
次のような人を求める。 

１．社会基盤学，社会科学，あるいは人
間科学に関する高度な専門知識・技能と
分野横断的な多角的視点に基づいた論
理的思考を身につけ，明確な問題意識を
もって自立して研究を遂行し，技術の進
歩並びに知の深化及び総合化に努める
など高度専門的な職業に従事できる卓
越した能力を修得しようとする人 

２．研究遂行に関わる高い倫理観と強固
な責任感を有し，社会基盤学，社会科学，
あるいは人間科学分野に関する深い知
識と広範な応用力や展開力，独自の発想
力や豊かな創造力をもって，他者と協働
して地域と国際社会の発展のために高
度に貢献しようとする人 

３．高度な国際的視野を有し，世界水準
の研究成果を発信し，社会基盤や社会・
人間科学に関わる高度専門分野を牽引
して新たな価値の創成のために貢献し
ようとする人 
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創成科学研究科創成科学専攻（博士後期課程） 
各学位プログラムで養成する人材像及び３つのポリシー 

 

学位プログラム名：化学生命工学系プログラム 

養成する人材像 
 化学生命工学系プログラムでは中長期的な産業界や社会ニーズを踏まえ，化学工学や生命工学に関する最新の基盤技術・

基幹技術・先端技術を理解し，グローバルな視点から科学・技術・産業・社会の諸領域において新たな価値を創成できる高度

専門職業人・研究者・起業家人材を養成する。 

ディプロマ・ポリシー カリキュラム・ポリシー アドミッション・ポリシー 
化学生命工学系プログラムでは，次に

掲げる目標を達成した学生に博士の学
位を授与する。 
 
１．学識と研究能力及び高度専門職業能
力 
 物質創製，生物資源利用の基礎として
の化学，生命科学に関する高度な専門知
識，論理的思考力，製品開発等への応用
力を持つとともに，関連分野に関する幅
広い先端知識を基礎とした分野横断的
な多角的視点に基づいた展開力を持ち，
化学，生命科学分野において明確な問題
意識を持ちつつ，自立して研究を遂行
し，化学的，生物学的な視点から科学・
技術・産業・社会の諸領域において，課
題を解決する能力，専門的な職業を牽引
できる高度な能力，それに加えて新たな
価値を創成できる能力を有する。 
 
２．倫理観，責任感，創造力，応用力及
び展開力 
研究遂行に関わる高い倫理観と強固

な責任感を有するとともに，化学，生命
科学分野及びその関連分野を総合的に
理解し，多角的な視点に基づく独創的な
発想力や豊かな創造力により，実践的に
研究を主導・牽引できる能力を有する。 
 
３．国際的発信力及び社会貢献能力 
 問題点や研究成果を論理的かつ明確
に表現し，国内外に発信できるコミュニ
ケーション能力，専門基盤分野の異なる
他者と連携・協力できる能力，豊かで健
全かつ持続可能な国際社会を構築する
ための国際交流に積極的に貢献できる
能力，及び社会や産業界の要請に応えて
指導的立場に立って産業活性化に貢献
できる能力を有する。 
 

 化学生命工学系プログラムでは，学位
授与の方針で示す能力を持った人材を
育成するために，以下の方針で教育課程
を編成する。 
１．教育課程の編成と教育方法 
(1) 学識と研究能力及び高度専門職業
能力 
化学と生命科学分野に関する深い知

識に根ざした論理的分析能力と課題探
求・問題解決能力を修得させる研究指導
科目，及び研究課題に関連した多角的な
視点を涵養することができる授業科目
及び研究指導科目とによって教育課程
を編成し，学識と研究能力及び高度専門
職業能力に加え，多角的な視点から社会
の変化や要求に柔軟に対応して課題を
解決できる自律的な応用力と創造力，持
続可能な開発目標に配慮した当該分野
の発展を推進できる能力，さらには自身
の研究を客観的に分析評価できる能力
を修得できる機会を提供する。 
(2) 倫理観，責任感，創造力，応用力及
び展開力 
博士論文作成に係る研究指導体制を

整備した体系的な教育課程を編成し，研
究遂行に関わる高い倫理観と強固な責
任感を有するとともに，化学，生命科学
分野及びその関連分野を総合的に理解
し，多角的な視野に基づいた独自の発想
力や豊かな想像力，広範な応用力及び展
開力をもって，自立して研究を主導・牽
引できる能力を育む機会を提供する。 
 (3) 国際的発信力及び社会貢献能力 
博士論文作成に係る研究指導体制を

整備した体系的な教育課程を編成し，化
学，生命科学分野に関する問題点や研究
成果を論理的かつ明確に表現し，国内外
に発信できる能力を育む機会を提供す
るとともに，専門基盤分野の異なる他者
と連携・協力できる能力，豊かで健全か
つ持続可能な国際社会を構築するため
の国際交流に積極的に貢献できる能力，
及び社会や産業界の要請に応えて指導
的立場に立って産業活性化に貢献でき
る能力を涵養できる機会を提供する。 
２．教育方法 
体系的な教育課程と研究指導を通じ

て，自立して独創的な研究を遂行できる
能力と研究遂行に求められる高い倫理
観やリーダーシップを育む機会を提供
する。 
３．学修成果の評価 
客観性、厳格性及び公平性を確保する

ため，学生に対して到達目標と成績評価
基準をあらかじめ明示し，当該基準に基
づき厳格な評価を行い，博士論文に係る
研究成果の審査及び最終試験を適切に
行う。 
 

化学生命工学系プログラムでは，化
学，あるいは生命工学に関する高度な専
門知識・技能と分野横断的な多角的視点
に基づいた論理的思考によって，科学・
技術・産業・社会の諸領域において新た
な価値を創成できる高度専門職業人，研
究者，あるいは起業家人材を養成するた
め，課題に対して自ら積極的に取り組む
主体性，社会の多様性を理解できる能
力，協働性をもった次のような人を求め
る。 
 
１．化学，あるいは生命科学に関する高
度な専門知識・技能と分野横断的な多角
的視点に基づいた論理的思考を身につ
け，明確な問題意識をもって自立して研
究を遂行し，技術の進歩並びに知の深化
及び総合化に努めるなど高度専門的な
職業に従事できる卓越した能力を修得
しようとする人 
 
２．研究遂行に関わる高い倫理観と強固
な責任感を有し，化学，あるいは生命科
学分野に関する深い知識と広範な応用
力や展開力，独自の発想力や豊かな創造
力をもって，他者と協働して地域と国際
社会の発展のために高度に貢献しよう
とする人 
 
３．高度な国際的視野を有し，世界水準
の研究成果を発信し，化学，応用化学，
あるいは生命科学に関わる高度専門分
野を牽引して新たな価値の創成のため
に貢献しようとする人 
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創成科学研究科創成科学専攻（博士後期課程） 
各学位プログラムで養成する人材像及び３つのポリシー 

 

学位プログラム名：機械科学系プログラム 

養成する人材像 
 機械科学系プログラムでは中長期的な産業界や社会ニーズを踏まえ，機械工学に関する最新の基盤技術・基幹技術・先端技

術を理解し，グローバルな視点から科学・技術・産業・社会の諸領域において新たな価値を創成できる高度専門職業人・研究

者・起業家人材を養成する。 

 

ディプロマ・ポリシー カリキュラム・ポリシー アドミッション・ポリシー 
機械科学系プログラムでは，次に掲げ

る目標を達成した学生に博士の学位を
授与する。 
 

１．学識と研究能力及び高度専門職業能
力 
 機械工学に関する高度な専門知識，論
理的思考力，製品開発等への応用力を持
つとともに，関連分野に関する幅広い先
端知識を基礎とした分野横断的な多角
的視点に基づいた展開力を持ち，機械工
学分野において明確な問題意識を持ち
つつ，自立して研究を遂行し，機械工学
的な視点から科学・技術・産業・社会の
諸領域において，課題を解決する能力，
専門的な職業を牽引できる高度な能力，
それに加えて新たな価値を創成できる
能力を有する。 
 
２．倫理観，責任感，創造力，応用力及
び展開力 
研究遂行に関わる高い倫理観と強固

な責任感を有するとともに，機械工学分
野及びその関連分野を総合的に理解し，
多角的な視点に基づく独創的な発想力
や豊かな創造力により，実践的に研究を
主導・牽引できる能力を有する。 
 

３．国際的発信力及び社会貢献能力 
問題点や研究成果を論理的かつ明確

に表現し，国内外に発信できるコミュニ
ケーション能力，専門基盤分野の異なる
他者と連携・協力できる能力，豊かで健
全かつ持続可能な国際社会を構築する
ための国際交流に積極的に貢献できる
能力，及び社会や産業界の要請に応えて
指導的立場に立って産業活性化に貢献
できる能力を有する。 
 

 

機械科学系プログラムでは、学位授与
の方針で示す能力を持った人材を育成
するために，以下の方針で教育課程を編
成する。 
１．教育課程の編成と教育方法 
 (1) 学識と研究能力及び高度専門職業
能力 
機械工学分野に関する深い知識に根

ざした論理的分析能力と課題探求・問題
解決能力を修得させる研究指導科目，及
び研究課題に関連した多角的な視点を
涵養することができる授業科目及び研
究指導科目とによって教育課程を編成
し，学識と研究能力及び高度専門職業能
力に加え，多角的な視点から社会の変化
や要求に柔軟に対応して課題を解決で
きる自律的な応用力と創造力，持続可能
な開発目標に配慮した当該分野の発展
を推進できる能力，さらには自身の研究
を客観的に分析評価できる能力を修得
できる機会を提供する。 
(2) 倫理観，責任感，創造力，応用力及
び展開力 
博士論文作成に係る研究指導体制を

整備した体系的な教育課程を編成し，研
究遂行に関わる高い倫理観と強固な責
任感を有するとともに，機械工学分野及
びその関連分野を総合的に理解し，多角
的な視野に基づいた独自の発想力や豊
かな想像力，広範な応用力及び展開力を
もって，自立して研究を主導・牽引でき
る能力を育む機会を提供する。 
 (3) 国際的発信力及び社会貢献能力 
博士論文作成に係る研究指導体制を

整備した体系的な教育課程を編成し，機
械工学分野に関する問題点や研究成果
を論理的かつ明確に表現し，国内外に発
信できる能力を育む機会を提供すると
ともに，専門基盤分野の異なる他者と連
携・協力できる能力，豊かで健全かつ持
続可能な国際社会を構築するための国
際交流に積極的に貢献できる能力，及び
社会や産業界の要請に応えて指導的立
場に立って産業活性化に貢献できる能
力を涵養できる機会を提供する。 
２．教育方法 
体系的な教育課程と研究指導を通じ

て，自立して独創的な研究を遂行できる
能力と研究遂行に求められる高い倫理
観やリーダーシップを育む機会を提供
する。 
３．学修成果の評価 
客観性、厳格性及び公平性を確保する

ため，学生に対して到達目標と成績評価
基準をあらかじめ明示し，当該基準に基
づき厳格な評価を行い，博士論文に係る
研究成果の審査及び最終試験を適切に
行う。 
 

機械科学系プログラムでは，機械工学
に関する高度な専門知識・技能と分野横
断的な多角的視点に基づいた論理的思
考によって，科学・技術・産業・社会の
諸領域において新たな価値を創成でき
る高度専門職業人，研究者，あるいは起
業家人材を養成するため，課題に対して
自ら積極的に取り組む主体性，社会の多
様性を理解できる能力，協働性をもった
次のような人を求める。 

 
１．機械工学に関する高度な専門知識・
技能と分野横断的な多角的視点に基づ
いた論理的思考を身につけ，明確な問題
意識をもって自立して研究を遂行し，技
術の進歩並びに知の深化及び総合化に
努めるなど高度専門的な職業に従事で
きる卓越した能力を修得しようとする
人 
 
２．研究遂行に関わる高い倫理観と強固
な責任感を有し，機械工学分野に関する
深い知識と広範な応用力や展開力，独自
の発想力や豊かな創造力をもって，他者
と協働して地域と国際社会の発展のた
めに高度に貢献しようとする人 
 
３．高度な国際的視野を有し，世界水準
の研究成果を発信し，機械工学に関わる
高度専門分野を牽引して新たな価値の
創成のために貢献しようとする人 
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創成科学研究科創成科学専攻（博士後期課程） 
各学位プログラムで養成する人材像及び３つのポリシー 

 

学位プログラム名：電気電子物理科学系プログラム 

養成する人材像 
 電気電子物理科学系プログラムでは中長期的な産業界や社会ニーズを踏まえ，電気電子工学や物理学に関する最新の基盤

技術・基幹技術・先端技術を理解し，グローバルな視点から科学・技術・産業・社会の諸領域において新たな価値を創成でき

る高度専門職業人・研究者・起業家人材を養成する。  

ディプロマ・ポリシー カリキュラム・ポリシー アドミッション・ポリシー 
電気電子物理科学系プログラムでは，

次に掲げる目標を達成した学生に博士
の学位を授与する。 
 
1. 学識と研究能力及び高度専門職業能
力 
電気電子工学，物理学に関する高度な

専門知識，論理的思考力，製品開発等へ
の応用力を持つとともに，関連分野に関
する幅広い先端知識を基礎とした分野
横断的な多角的視点に基づいた展開力
を持ち，電気電子工学，物理学分野にお
いて明確な問題意識を持ちつつ，自立し
て研究を遂行し，電気電子工学，物理学
的な視点から科学・技術・産業・社会の
諸領域において，課題を解決する能力，
専門的な職業を牽引できる高度な能力，
それに加えて新たな価値を創成できる
能力を有する。 
 
2. 倫理観，責任感，創造力，応用力及
び展開力 
研究遂行に関わる高い倫理観と強固

な責任感を有するとともに，電気電子工
学，物理学分野及びその関連分野を総合
的に理解し，多角的な視点に基づく独創
的な発想力や豊かな創造力により，実践
的に研究を主導・牽引できる能力を有す
る。 
 
3. 国際的発信力及び社会貢献能力 
問題点や研究成果を論理的かつ明確

に表現し，国内外に発信できるコミュニ
ケーション能力，専門基盤分野の異なる
他者と連携・協力できる能力，豊かで健
全かつ持続可能な国際社会を構築する
ための国際交流に積極的に貢献できる
能力，及び社会や産業界の要請に応えて
指導的立場に立って産業活性化に貢献
できる能力を有する。         

電気電子物理科学系プログラムでは，
学位授与の方針で示す能力を持った人
材を養成するために，以下の方針で教育
課程を編成する。 
 
１．教育課程の編成と教育方法 
 (1) 学識と研究能力及び高度専門職業
能力 
電気電子工学および物理学分野に関

する深い知識に根ざした論理的分析能
力と課題探求・問題解決能力を修得させ
る研究指導科目，及び研究課題に関連し
た多角的な視点を涵養することができ
る授業科目及び研究指導科目とによっ
て教育課程を編成し，学識と研究能力及
び高度専門職業能力に加え，多角的な視
点から社会の変化や要求に柔軟に対応
して課題を解決できる自律的な応用力
と創造力，持続可能な開発目標に配慮し
た当該分野の発展を推進できる能力，さ
らには自身の研究を客観的に分析評価
できる能力を修得できる機会を提供す
る。 
 (2) 倫理観，責任感，創造力，応用力
及び展開力 

博士論文作成に係る研究指導体制を
整備した体系的な教育課程を編成し，研
究遂行に関わる高い倫理観と強固な責
任感を有するとともに，電気電子工学，
物理学分野及びその関連分野を総合的
に理解し，多角的な視野に基づいた独自
の発想力や豊かな想像力，広範な応用力
及び展開力をもって，自立して研究を主
導・牽引できる能力を育む機会を提供す
る。 
 (3) 国際的発信力及び社会貢献能力 
博士論文作成に係る研究指導体制を

整備した体系的な教育課程を編成し，電
気電子工学，物理学分野に関する問題点
や研究成果を論理的かつ明確に表現し，
国内外に発信できる能力を育む機会を
提供するとともに，専門基盤分野の異な
る他者と連携・協力できる能力，豊かで
健全かつ持続可能な国際社会を構築す
るための国際交流に積極的に貢献でき
る能力，及び社会や産業界の要請に応え
て指導的立場に立って産業活性化に貢
献できる能力を涵養できる機会を提供
する。 
２．教育方法 
体系的な教育課程と研究指導を通じ

て，自立して独創的な研究を遂行できる
能力と研究遂行に求められる高い倫理
観やリーダーシップを育む機会を提供
する。 
３．学修成果の評価 
客観性、厳格性及び公平性を確保する

ため，学生に対して到達目標と成績評価
基準をあらかじめ明示し，当該基準に基
づき厳格な評価を行い，博士論文に係る
研究成果の審査及び最終試験を適切に
行う。 

電気電子物理科学系プログラムでは，
電気電子工学，あるいは物理学に関する
高度な専門知識・技能と分野横断的な多
角的視点に基づいた論理的思考によっ
て，科学・技術・産業・社会の諸領域に
おいて新たな価値を創成できる高度専
門職業人，研究者，あるいは起業家人材
を養成するため，課題に対して自ら積極
的に取り組む主体性，社会の多様性を理
解できる能力，協働性をもった次のよう
な人を求める。 
 
１．電気電子工学，あるいは物理学に関
する高度な専門知識・技能と分野横断的
な多角的視点に基づいた論理的思考を
身につけ，明確な問題意識をもって自立
して研究を遂行し，技術の進歩並びに知
の深化及び総合化に努めるなど高度専
門的な職業に従事できる卓越した能力
を修得しようとする人 
 
２．研究遂行に関わる高い倫理観と強固
な責任感を有し，電気電子工学，あるい
は物理学分野に関する深い知識と広範
な応用力や展開力，独自の発想力や豊か
な創造力をもって，他者と協働して地域
と国際社会の発展のために高度に貢献
しようとする人 
 
３．高度な国際的視野を有し，世界水準
の研究成果を発信し，電気電子工学，物
理学に関わる高度専門分野を牽引して
新たな価値の創成のために貢献しよう
とする人 
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創成科学研究科創成科学専攻（博士後期課程） 

各学位プログラムで養成する人材像及び３つのポリシー 

 

学位プログラム名：知能情報・数理科学系プログラム 

養成する人材像 
 知能情報・数理科学系プログラムでは中長期的な産業界や社会ニーズを踏まえ，知能情報工学や数理科学に関する最新の

基盤技術・基幹技術・先端技術を理解し，グローバルな視点から科学・技術・産業・社会の諸領域において新たな価値を創成

できる高度専門職業人・研究者・起業家人材を養成する。 

  

ディプロマ・ポリシー カリキュラム・ポリシー アドミッション・ポリシー 
知能情報・数理科学系プログラムで

は，次に掲げる目標を達成した学生に博
士の学位を授与する。 
 

１．学識と研究能力及び高度専門職業能
力 
 情報工学，知能工学，数理科学に関す
る高度な専門知識，論理的思考力，製品
開発等への応用力を持つとともに，関連
分野に関する幅広い先端知識を基礎と
した分野横断的な多角的視点に基づい
た展開力を持ち，情報工学，知能工学，
数理科学分野において明確な問題意識
を持ちつつ，自立して研究を遂行し，情
報工学的，知能工学的，数理科学的な視
点から科学・技術・産業・社会の諸領域
において，課題を解決する能力，専門的
な職業を牽引できる高度な能力，それに
加えて新たな価値を創成できる能力を
有する。 
 
２．倫理観，責任感，創造力，応用力及
び展開力 
研究遂行に関わる高い倫理観と強固

な責任感を有するとともに，情報工学，
知能工学，数理科学及びその関連分野を
総合的に理解し，多角的な視点に基づく
独創的な発想力や豊かな創造力により，
実践的に研究を主導・牽引できる能力を
有する。 
 
３．国際的発信力及び社会貢献能力 
 問題点や研究成果を論理的かつ明確
に表現し，国内外に発信できるコミュニ
ケーション能力，専門基盤分野の異なる
他者と連携・協力できる能力，豊かで健
全かつ持続可能な国際社会を構築する
ための国際交流に積極的に貢献できる
能力，及び社会や産業界の要請に応えて
指導的立場に立って産業活性化に貢献
できる能力を有する。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

知能情報・数理科学系プログラムで
は，学位授与の方針で示す能力を持った
人材を育成するために，以下の方針で教
育課程を編成する。 
 
１．教育課程の編成と教育方法 
 (1) 学識と研究能力及び高度専門職業
能力 
 基盤となる情報工学・知能工学・数理
科学分野に関する深い知識に根ざした
論理的分析能力と課題探求・問題解決能
力を修得させる研究指導科目，及び研究
課題に関連した多角的な視点を涵養す
ることができる授業科目及び研究指導
科目とによって教育課程を編成し，学識
と研究能力及び高度専門職業能力に加
え，多角的な視点から社会の変化や要求
に柔軟に対応して課題を解決できる自
律的な応用力と創造力，持続可能な開発
目標に配慮した当該分野の発展を推進
できる能力，さらには自身の研究を客観
的に分析評価できる能力を修得できる
機会を提供する。 
 (2) 倫理観，責任感，創造力，応用力
及び展開力 

博士論文作成に係る研究指導体制を
整備した体系的な教育課程を編成し，研
究遂行に関わる高い倫理観と強固な責
任感を有するとともに，情報工学，知能
工学，数理科学分野及びその関連分野を
総合的に理解し，多角的な視野に基づい
た独自の発想力や豊かな想像力，広範な
応用力及び展開力をもって，自立して研
究を主導・牽引できる能力を育む機会を
提供する。 
 (3) 国際的発信力及び社会貢献能力 

博士論文作成に係る研究指導体制を
整備した体系的な教育課程を編成し，情
報工学，知能工学，数理科学分野に関す
る問題点や研究成果を論理的かつ明確
に表現し，国内外に発信できる能力を育
む機会を提供するとともに，専門基盤分
野の異なる他者と連携・協力できる能
力，豊かで健全かつ持続可能な国際社会
を構築するための国際交流に積極的に
貢献できる能力，及び社会や産業界の要
請に応えて指導的立場に立って産業活
性化に貢献できる能力を涵養できる機
会を提供する。 
２．教育方法 
体系的な教育課程と研究指導を通じ

て，自立して独創的な研究を遂行できる
能力と研究遂行に求められる高い倫理
観やリーダーシップを育む機会を提供
する。 
３．学修成果の評価 
客観性、厳格性及び公平性を確保する

ため，学生に対して到達目標と成績評価
基準をあらかじめ明示し，当該基準に基
づき厳格な評価を行い，博士論文に係る
研究成果の審査及び最終試験を適切に
行う。 

知能情報・数理科学系プログラムで
は，情報工学，知能工学，あるいは数理
科学に関する高度な専門知識・技能と分
野横断的な多角的視点に基づいた論理
的思考によって，科学・技術・産業・社
会の諸領域において新たな価値を創成
できる高度専門職業人，研究者，あるい
は起業家人材を養成するため，課題に対
して自ら積極的に取り組む主体性，社会
の多様性を理解できる能力，協働性をも
った次のような人を求める。 
 
１．情報工学・知能工学・数理科学に関
する高度な専門知識・技能と分野横断的
な多角的視点に基づいた論理的思考を
身につけ，明確な問題意識をもって自立
して研究を遂行し，技術の進歩並びに知
の深化及び総合化に努めるなど高度専
門的な職業に従事できる卓越した能力
を修得しようとする人 
 
２．研究遂行に関わる高い倫理観と強固
な責任感を有し，情報工学，知能工学，
あるいは数理科学分野に関する深い知
識と広範な応用力や展開力，独自の発想
力や豊かな創造力をもって，他者と協働
して地域と国際社会の発展のために高
度に貢献しようとする人 
 
３．高度な国際的視野を有し，世界水準
の研究成果を発信し，情報工学・知能工
学・数理科学に関わる硬度専門分野を牽
引して新たな価値の創成のために貢献
しようとする人 
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創成科学研究科創成科学専攻（博士後期課程） 

各学位プログラムで養成する人材像及び３つのポリシー 

 

学位プログラム名：生物資源学系プログラム 

養成する人材像 
 生物資源学系プログラムでは，中長期的な産業界や社会ニーズを踏まえ，農林畜水産業を地方創生の原動力として，我が国

の持続的発展，国際競争力の向上，人類社会への貢献に資する高度専門職業人・研究者・起業家人材を養成する。 

ディプロマ・ポリシー カリキュラム・ポリシー アドミッション・ポリシー 
生物資源学系プログラムでは，次に掲

げる目標を達成した学生に博士の学位
を授与する。 
 
１．学識と研究能力及び高度専門職業能
力 
 生物資源学に関する高度な専門知識，
論理的思考力，製品開発等への応用力を
持つとともに，関連分野に関する幅広い
先端知識を基礎とした分野横断的な多
角的視点に基づいた展開力を持ち，生物
資源学分野において明確な問題意識を
持ちつつ，自立して研究を遂行し，生物
資源学的な視点から科学・技術・産業・
社会の諸領域において，課題を解決する
能力，専門的な職業を牽引できる高度な
能力，それに加えて新たな価値を創成で
きる能力を有する。 
 
２．倫理観，責任感，創造力，応用力及
び展開力 
研究遂行に関わる高い倫理観と強固

な責任感を有するとともに，生物資源学
及びその関連分野を総合的に理解し，多
角的な視点に基づく独創的な発想力や
豊かな創造力により，実践的に研究を主
導・牽引できる能力を有する。 
 
３．国際的発信力及び社会貢献能力 
 問題点や研究成果を論理的かつ明確
に表現し，国内外に発信できるコミュニ
ケーション能力，専門基盤分野の異なる
他者と連携・協力できる能力，豊かで健
全かつ持続可能な国際社会を構築する
ための国際交流に積極的に貢献できる
能力，及び社会や産業界の要請に応えて
指導的立場に立って産業活性化に貢献
できる能力を有する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                 

生物資源学系プログラムでは，学位授
与の方針で示す能力を持った人材を育
成するために，以下の方針で教育過程を
編成する。 
 
１．教育過程の編成と教育方法 
(1) 学識と研究能力及び高度専門職業
能力 
 生物資源学分野に関する深い知識に
根ざした論理的分析能力と課題探求・問
題解決能力を修得させる研究指導科目，
及び研究課題に関連した多角的な視点
を涵養することができる授業科目及び
研究指導科目とによって教育課程を編
成し，学識と研究能力及び高度専門職業
能力に加え，多角的な視点から社会の変
化や要求に柔軟に対応して課題を解決
できる自律的な応用力と創造力，持続可
能な開発目標に配慮した当該分野の発
展を推進できる能力，さらには自身の研
究を客観的に分析評価できる能力を修
得できる機会を提供する。 
 (2) 倫理観，責任感，創造力，応用力
及び展開力 
博士論文作成に係る研究指導体制を

整備した体系的な教育課程を編成し，研
究遂行に関わる高い倫理観と強固な責
任感を有するとともに，生物資源学分野
及びその関連分野を総合的に理解し，多
角的な視野に基づいた独自の発想力や
豊かな想像力，広範な応用力及び展開力
をもって，自立して研究を主導・牽引で
きる能力を育む機会を提供する。 
(3) 国際的発信力及び社会貢献能力 
 博士論文作成に係る研究指導体制

を整備した体系的な教育課程を編成し，
生物資源学分野に関する問題点や研究
成果を論理的かつ明確に表現し，国内外
に発信できる能力を育む機会を提供す
るとともに，専門基盤分野の異なる他者
と連携・協力できる能力，豊かで健全か
つ持続可能な国際社会を構築するため
の国際交流に積極的に貢献できる能力，
及び社会や産業界の要請に応えて指導
的立場に立って産業活性化に貢献でき
る能力を涵養できる機会を提供する。 
２．教育方法 
体系的な教育課程と研究指導を通じ

て，自立して独創的な研究を遂行できる
能力と研究遂行に求められる高い倫理
観やリーダーシップを育む機会を提供
する。 
３．学修成果の評価 
客観性、厳格性及び公平性を確保する

ため，学生に対して到達目標と成績評価
基準をあらかじめ明示し，当該基準に基
づき厳格な評価を行い，博士論文に係る
研究成果の審査及び最終試験を適切に
行う。 
 

生物資源学系プログラムでは，生物資
源学に関する高度な専門知識・技能と分
野横断的な多角的視点に基づいた論理
的思考によって，科学・技術・産業・社
会の諸領域において新たな価値を創成
できる高度専門職業人，研究者，あるい
は起業家人材を養成するため，課題に対
して自ら積極的に取り組む主体性，社会
の多様性を理解できる能力，協働性をも
った次のような人を求める。 
 

１．生物資源学に関する高度な専門知
識・技能と分野横断的な多角的視点に基
づいた論理的思考を身につけ，明確な問
題意識をもって自立して研究を遂行し，
技術の進歩並びに知の深化及び総合化
に努めるなど高度専門的な職業に従事
できる卓越した能力を修得しようとす
る人 
 
２．研究遂行に関わる高い倫理観と強固
な責任感を有し，生物資源学分野に関す
る深い知識と広範な応用力や展開力，独
自の発想力や豊かな創造力をもって，他
者と協働して地域と国際社会の発展の
ために高度に貢献しようとする人 
 

３．高度な国際的視野を有し，世界水準
の研究成果を発信し，生物資源学に関わ
る高度専門分野を牽引して新たな価値
の創成のために貢献しようとする人 
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創成科学研究科創成科学専攻（博士後期課程） 

各学位プログラムで養成する人材像及び３つのポリシー 

 

学位プログラム名：光科学系プログラム 

養成する人材像 
 光科学系プログラムでは中長期的な産業界や社会ニーズを踏まえ，光科学に関する最新の基盤技術・基幹技術・先端技術を

理解し，グローバルな視点から科学・技術・産業・社会の諸領域において新たな価値を創成できる高度専門職業人・研究者・

起業家人材を養成する。  

ディプロマ・ポリシー カリキュラム・ポリシー アドミッション・ポリシー 
光科学系プログラムでは，次に掲げる

目標を達成した学生に博士の学位を授
与する。 
 

１．学識と研究能力及び高度専門職業能
力 
 光科学に関する高度な専門知識，論理
的思考力，製品開発等への応用力を持つ
とともに，関連分野に関する幅広い先端
知識を基礎とした分野横断的な多角的
視点に基づいた展開力を持ち，光科学分
野において明確な問題意識を持ちつつ，
自立して研究を遂行し，光科学的な視点
から科学・技術・産業・社会の諸領域に
おいて，課題を解決する能力，専門的な
職業を牽引できる高度な能力，それに加
えて新たな価値を創成できる能力を有
する。 
 
２．倫理観，責任感，創造力，応用力及
び展開力 
研究遂行に関わる高い倫理観と強固

な責任感を有するとともに，光科学及び
その関連分野を総合的に理解し，多角的
な視点に基づく独創的な発想力や豊か
な創造力により，実践的に研究を主導・
牽引できる能力を有する。 
 
３．国際的発信力及び社会貢献能力 
問題点や研究成果を論理的かつ明確

に表現し，国内外に発信できるコミュニ
ケーション能力，専門基盤分野の異なる
他者と連携・協力できる能力，豊かで健
全かつ持続可能な国際社会を構築する
ための国際交流に積極的に貢献できる
能力，及び社会や産業界の要請に応えて
指導的立場に立って産業活性化に貢献
できる能力を有する。      

光科学系プログラムでは，学位授与の
方針で示す能力を持った人材を育成す
るために，以下の方針で教育課程を編成
する。 
 
１．教育課程の編成と教育方法 
 (1) 学識と研究能力及び高度専門職業
能力 
 光科学分野に関する深い知識に根ざ
した論理的分析能力と課題探求・問題解
決能力を修得させる研究指導科目，及び
研究課題に関連した多角的な視点を涵
養することができる授業科目及び研究
指導科目とによって教育課程を編成し，
学識と研究能力及び高度専門職業能力
に加え，多角的な視点から社会の変化や
要求に柔軟に対応して課題を解決でき
る自律的な応用力と創造力，持続可能な
開発目標に配慮した当該分野の発展を
推進できる能力，さらには自身の研究を
客観的に分析評価できる能力を修得で
きる機会を提供する。 
(2) 倫理観，責任感，創造力，応用力及
び展開力 
 博士論文作成に係る研究指導体制

を整備した体系的な教育課程を編成し，
研究遂行に関わる高い倫理観と強固な
責任感を有するとともに，光科学分野及
びその関連分野を総合的に理解し，多角
的な視野に基づいた独自の発想力や豊
かな想像力，広範な応用力及び展開力を
もって，自立して研究を主導・牽引でき
る能力を育む機会を提供する。 
(3) 国際的発信力及び社会貢献能力 
博士論文作成に係る研究指導体制を

整備した体系的な教育課程を編成し，光
科学分野に関する問題点や研究成果を
論理的かつ明確に表現し，国内外に発信
できる能力を育む機会を提供するとと
もに，専門基盤分野の異なる他者と連
携・協力できる能力，豊かで健全かつ持
続可能な国際社会を構築するための国
際交流に積極的に貢献できる能力，及び
社会や産業界の要請に応えて指導的立
場に立って産業活性化に貢献できる能
力を涵養できる機会を提供する。 
２．教育方法 
体系的な教育課程と研究指導を通じ

て，自立して独創的な研究を遂行できる
能力と研究遂行に求められる高い倫理
観やリーダーシップを育む機会を提供
する。 
３．学修成果の評価 
客観性、厳格性及び公平性を確保するた
め，学生に対して到達目標と成績評価基
準をあらかじめ明示し，当該基準に基づ
き厳格な評価を行い，博士論文に係る研
究成果の審査及び最終試験を適切に行
う。       

光科学系プログラムでは，光科学に関
する高度な専門知識・技能と分野横断的
な多角的視点に基づいた論理的思考に
よって，科学・技術・産業・社会の諸領
域において新たな価値を創成できる高
度専門職業人，研究者，あるいは起業家
人材を養成するため，課題に対して自ら
積極的に取り組む主体性，社会の多様性
を理解できる能力，協働性をもった次の
ような人を求める。 
 
１．光科学に関する高度な専門知識・技
能と分野横断的な多角的視点に基づい
た論理的思考を身につけ，明確な問題意
識をもって自立して研究を遂行し，技術
の進歩並びに知の深化及び総合化に努
めるなど高度専門的な職業に従事でき
る卓越した能力を修得しようとする人 
 
２．研究遂行に関わる高い倫理観と強固
な責任感を有し，光科学分野に関する深
い知識と広範な応用力や展開力，独自の
発想力や豊かな創造力をもって，他者と
協働して地域と国際社会の発展のため
に高度に貢献しようとする人 
 
３．高度な国際的視野を有し，世界水
準の研究成果を発信し，光科学に関わ
る高度専門分野を牽引して新たな価値
の創成のために貢献しようとする人 
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